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序     文 

 
カメルーン共和国（以下、「カ」国）政府は、コメの消費量･輸入量が増加する一方で、コメの国

内生産量が停滞していることに強い危機感を持ち、国内稲作の振興を目指しています。「カ」国は、

アフリカ稲作振興のための共同体（Coalition for African Rice Development：CARD）の第 1 グループ支

援対象国であることから、当機構は 2009 年 6 月から 7 月にかけ、日本の「カ」国への支援方針を定

めるための協力準備調査を実施しました。「カ」国政府は、同調査の結果を踏まえ、「カ」国の南部

3 州（中央州、東部州、南部州）における陸稲振興に関するプロジェクトを我が国に要請しました。 
これを受けて、当機構は 2010 年 6 月 13 日から 28 日、及び 7 月 25 日から 8 月 16 日までの、2 度

の事前調査団を現地に派遣しました。同調査団は「カ」国関係機関との協議及び現地調査を通じて、

要請背景の把握、協力課題の絞り込み、先方実施体制の確認等を行い、プロジェクトの枠組みに合意

し、協議議事録（M/M）に署名しました。 
本報告書は、同調査団による調査結果等を取りまとめたものであり、今後、本プロジェクトの実施

にあたり、広く活用されることを願うものです。 
ここに、本調査にご協力とご支援を頂きました内外の関係者に対し、心より感謝の意を表します。 

 
平成 23 年 1 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 熊代 輝義 
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写     真 

IRAD 本部（Yaoundé）圃場の訪問 
IRAD 本部(Yaoundé)の NERICA 種子圃場 

（資金不足で放棄された圃場） 

IRAD Ntui（中央州）の種子生産圃 

（次期作の準備中の畑） 
中央州 Makénéné の陸稲畑（陸稲の単作） 

中央州 Makénéné での陸稲播種方法 
中央州 Makénéné で販売されていた 

地元産のコメ 



 

中央州 Makénéné の町の近郊村の精米所の 

精米機 
中央州 Makénéné の町にある精米機の１つ 

中央州 Ngoumou の NERICA ３の畑 

（鳥除けの黒いテープが稲穂の上にはためいている）

現地 NGO Horizon Sud の研修圃場 

（南部州 Sangmelima） 

 

Yaoundé の市場で量り売りされている輸入米 
Yaoundé の市場で販売されていたカメルーン 

国産米（北西部 NDOP BAMENDEA 産） 



 

プロジェクト位置図 
（赤線の範囲は、2 度の雨季を有する熱帯雨林地域） 

 



 

 



 

略 語 表 

略語 英文／仏文名称 和文名称 

CARD Coalition for African Rice Development アフリカ稲作振興のための共同体 

CFC Common Fund for Commodities 一次産品共通基金 

DDA Department of the Agriculture Development 農業開発局 

DEPC 
Department of the Studies, the Programs and 
Cooperation 調査・計画・協力局 

DOPA 
Department of the Agricultural Professional 
Organizations and the Support to the Agricultural 
Exploitations 

農業組織・営農支援局 

C/P Counterpart カウンターパート 

DRCQIPA 
Department of the Regulation, of the Control of 
Quality of the Inputs and Agricultural Products 

資材及び農産物品質管理・規制局 

GESP Growth and Employment Strategy Paper 雇用と成長のための戦略文書 

IRAD Institute of Agricultural Research for Development 農業開発研究所 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

MINADER Ministry of Agriculture and Rural Development 農業・農村開発省 

MINCOMMER
CE Ministry of Commerce 商務省 

MINEP Ministry of Environment and Protection of Nature 環境・自然保護省 

MINEPAT 
Ministry of Economy, Planning and Regional 
Development 経済・計画・地域開発省 

MINEPIA 
Ministry of Livestock, Fisheries and Animal 
Industries 畜産・水産省 

MINFI Ministry of Finances 財務省 

MINFOF Ministry of Forestry and Wildlife 森林・野生動物省 

MINPMESSA 
Ministry of Small and Middle Enterprises, Social 
Economy and Craft industry 中小企業・社会経済・手工業省 

MINRESI Ministry of Scientific Research and Innovation 科学技術・革新省 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

NEF National Employment Fund 国家雇用基金 

NRDS National Rice Development Strategy 国家稲作振興戦略 

PACA Agricultural Competitiveness Improvement Project 農業競争力改善プロジェクト 

PADFA 
Commodity Value-Chain Development Support 
Project 

農業バリューチェーン開発支援プ

ロジェクト 



 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス 

PDRM Mont Mbappit Rural Development Project 
Mont Mbappit 農村開発プロジェク

ト 
PNSA National Food Security Program 国家食料安全保障プログラム 

PNVRA 
National Agricultural Extension and Research 
Program 農業普及・研究支援プロジェクト 

PVS Participatory Variety Selection 農民参加型品種選抜 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

RSDS Rural Sector Development Strategy  農村開発戦略 

SEMRY 
Societe d’Expansion et de Modernisation de la 
Rizculture de Yagoua Yagoua 稲作開発・近代化公社 

TC Technical Cmmittee 技術委員会 

UNVDA Upper Noun Valley Development Authority Noun 渓谷開発局 

WARDA West Africa Rice Development Association 
西アフリカ稲開発協会 
（現在のアフリカ稲センター：

Africa Rice Center） 
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事前評価表 

１．案件名 
国 名： カメルーン共和国 
案件名： 熱帯雨林地域陸稲振興プロジェクト 

 Upland Rice Development of the Tropical Forest Zone in Cameroon 
 

２．協力概要 
（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

カメルーン共和国（以下、カメルーン）の中央州・東部州・南部州のパイロット地域1にお

いて、①陸稲栽培を普及するための陸稲品種と栽培技術の特定2、②農業普及関係者3、及びパ

イロット地域の中核農民4への陸稲栽培研修、③研修を受けた農業普及関係者と中核農家によ

る一般農家向け研修、④収穫後処理技術の改善に向けた活動を実施することにより、陸稲を栽

培する農家数が増加することを目的とする。 
 
（２）協力期間 

2011 年 5 月～2014 年 5 月（36 ヵ月） 
 
（３）協力総額（日本側） 

約 3.0 億円 
 
（４）協力相手先機関 

農業・農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural Development、以下、MINADER） 
 
（５）国内協力機関 

農林水産省 
 
（６）裨益対象者および規模 

中央州・東部州・南部州の 3 州におけるパイロット地域の農家、約 2,800 世帯 
 

３．協力の必要性・位置付け 
（１）現状及び問題点 

カメルーンにおいて農業は基幹産業であり、就業人口の約 6 割（2001 年）、GDP の約 2 割

（2009 年）を占めている。近年、コメの消費量増加（2008 年の推定で年間 25.7kg／人）の一

                                            
1 パイロット地域は、プロジェクト開始後のベースライン調査結果、及び関係者との協議を基に決定する。 
2 陸稲品種・栽培技術は、カメルーンで導入済みの既存品種からの選択、及び既存栽培技術の整理を想定し、カメルーンに

おいて全く新規の品種や技術の導入は行わない。 
3 カメルーンの農業普及行政で設けられている州・県・郡の各レベルの地方農業局の農業普及担当職員、及び農家への農業

普及に直接携わる農業普及員。 
4 本プロジェクトでは、地方農業局、及び普及員の推薦に基づき、プロジェクトの陸稲栽培研修を受講する篤農家を、中核農

民と位置づける。 
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方、国内生産は停滞し、コメ生産面積は 4.4 万 ha、生産量は 10 万ｔ（2007 年、平均収量 2.27
ｔ/ha）にとどまる中、2007 年には 47 万ｔ以上のコメが輸入されている。カメルーンにおける

主な農作物は、北部のミレット・ソルガム、中部から南部にかけてのトウモロコシ、南部のバ

ナナ・イモ類であり、これらの作物が主食となっているが、近年、大都市圏を中心にコメの消

費が急速に広まりつつあり、食糧安全保障の観点から、国内コメ生産の振興が急務となってい

る。 
2008年10月に実施された第1回「アフリカ稲作振興のための共同体（“Coalition for African Rice 

Development”、以下CARD）」本会合において、カメルーンは第 1 グループ支援対象国に選定

され、当該国の稲作振興戦略文書（“National Rice Development Strategy” 、以下NRDS）も策定

されている。 
CARD 対象国においては、それぞれの NRDS の下、コメ増産に向けた新たな取り組みを開

始することが期待されており、JICA は CARD 取組みの推進に積極的に取り組んでいる。しか

し、カメルーンの稲作分野に対しては、これまで JICA 協力が実施されていなかったことから、

2009 年 6 月、当該国コメセクターの現状を把握するとともに当該分野への日本の協力方針を

策定する事を目的とした協力準備調査が実施された。 
本調査の結果、カメルーンの灌漑稲作地帯である北部、及び西部の生産米の多くが国外に流

出し、コメの大消費地である南部のヤウンデ・ドゥアラといった大都市に供給されていないこ

と、南部の熱帯雨林地帯は気候的に陸稲栽培に適するものの開発が進んでいないこと5等が明

らかとなり、こうした背景から、カメルーン南部における大都市へのコメ供給を目指した稲作

振興の必要性が提言された。 
本提言を受けたカメルーン国政府は、首都ヤウンデのある中央州と隣接する東部州・南部州

の 3 州における稲作（陸稲）振興を目的とした技術協力プロジェクトを、我が国に対し要請し

た。 
なお、カメルーンの稲作分野においては、他国機関・国際機関の資金支援等による複数のプ

ロジェクトが実施されているが、北部地域、西部地域での取り組みが中心であるとともに、品

種の選抜や灌漑稲作関連（灌漑施設改修・新規整備）の支援が中心となっており、本プロジェ

クトとは地域的・内容的な取組みの重複は無い。 
 

（２）相手国政府国家政策上の位置付け 
2009 年に策定されたカメルーンの最上位開発政策である「雇用と成長のための戦略文書

（Growth and Employment Strategy Paper：GESP）」では、稲作を優先振興作物の 1 つとして位

置づけている。また、GESP の下での個別分野の戦略の 1 つである農村開発分野（農業分野を

含む）セクター戦略（農村開発戦略、Rural Sector Development Strategy：RSDS、2002 年策定、

2006 年改訂）では、7 つに整理された戦略目標の内の「食糧生産と供給の持続的発展（食糧生

産の倍増）」、及び「食料不安のリスク管理」を達成するための対象作物の 1 つとして稲作を

位置づけ、食料の輸入依存解消とともに、国内経済の発展と雇用創出の観点から、稲作振興を

                                                                                                                                             
5 中央州、東部州、南部州の3州では、中央州の一部（北西部）で陸稲が栽培されており、また、低湿地での伝統的な稲作が続けられ

ているものの、ほとんどの地域において未だ陸稲栽培は導入されていない。 
6 2008年時点における陸稲生産の生産全体に占める割合（推計）が3割であるのに対し、2018年における生産目標では、全体の7割
強の生産を陸稲栽培が占めることを想定している。 
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重視している。 
農業分野に包含される稲作分野の振興政策は NRDS（2009 年策定）であるが、その目標は、

国内稲作振興によるコメの国内自給である。カメルーン NRDS では、2008 年の国内コメ生産

量 10 万ｔ（籾、推計値）に対し、2018 年までに約 9.7 倍のコメ生産を達成することを数値目

標とし、本数値目標の達成において、特に陸稲栽培振興が重視されている6。 
 

（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 
（プログラムにおける位置付け） 
我が国は CARD イニシアチブの推進を目指し、その目的の下に実施された JICA 協力準備調

査の提言が、本プロジェクトの協力方針の中核を成している。 
また、本案件は JICA の対カメルーン協力において、重点分野「農水産業・農漁村/農村開発」

の開発課題の 1 つである「経済多様化による成長の強化」に対し実施される「農漁村コミュニ

ティ開発プログラム」の投入として位置付けられる。 
 

４．協力の枠組み 
（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 
プロジェクト対象の 3 州のパイロット地域において、陸稲を栽培する農家が増加する。 

＜指標・目標値＞ 
・プロジェクト終了時、3 州のパイロット地域において計 2,800 世帯7以上の農家が陸稲栽

培を開始する。 
２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

プロジェクト対象 3 州において陸稲の生産量が増加する。 
＜指標・目標値＞ 

・3 州において、陸稲米の生産量が年■■■■ｔ以上となる。 
 
（２）成果（アウトプット）と活動 

【成果１】 プロジェクト圃場における栽培試験により、普及のための陸稲品種・陸稲栽培技術

が決定される。 
＜活動＞ 

1-1.  陸稲の栽培状況と陸稲品種・陸稲栽培技術に関わるベースライン調査を実施する。

1-2.  プロジェクトの試験／展示のための圃場を設置する。 
1-3.  適切な陸稲品種選定のために必要な栽培試験を実施する。 
1-4.  ネリカを含む陸稲種子について、栽培技術を特定するために必要な栽培試験を実施

する。 
1-5.  陸稲栽培普及に用いる適切な陸稲品種を特定する。 
1-6.  陸稲栽培普及のための陸稲栽培技術を決定する。 
1-7.  特定された陸稲品種と栽培技術を発表するセミナーを開催する。 

 
                                            
7 記述されている目標値は現時点での想定であり、最終的な数値はベースライン調査の結果を踏まえ、プロジェクト開始後、半年を目処に

決定する。以下の指標値についても同様。なお本目標値は、パイロットサイトを 8 郡と想定し、対象州における 1 郡あたりの平均農家世帯

数を元に、農家の 10％（以上）以上が栽培を開始する場合を試算している。 
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＜指標・目標値＞ 
・普及する陸稲品種が 2 種類以上特定される。 
・普及する陸稲栽培技術の技術文書が作成される。 
・普及する陸稲栽培技術に係る研修用資料が作成される。 
 

【成果２】陸稲栽培普及のための、様々なレベルの関連職員と農業普及員が育成される8。 
＜活動＞ 

2-1. 陸稲栽培普及のための人的資源、及び地方農業局のニーズに関するベースライン調

査を実施する。 
2-2.  研修に必要な陸稲栽培展示をプロジェクト圃場にて実施する。 
2-3.  3 州における優先普及のためのパイロット地域を定める。 
2-4.  地方農業局からの意見聴取を通し、陸稲栽培研修の実施計画を策定する。 
2-5.  地方農業局のニーズに基づき選抜された地方農業局の関係者に対し、プロジェクト

圃場における陸稲栽培研修を行う。 
2-6.  地方農業局のニーズに基づき選抜された農業普及員に対し、プロジェクト圃場にお

ける陸稲栽培研修を行う。 
2-7.  パイロット地域の選抜された中核農民向けに、プロジェクト圃場における陸稲栽培

研修を行う。 
＜指標・目標値＞ 

・陸稲栽培を指導できる、100 人（対象 3 州の、農業普及員を除く普及関連職員の約 3
分の 2）以上の職員が養成される（研修終了時に実施する陸稲栽培理解度テストに

合格した者）。 
・陸稲栽培を指導できる、200 人（対象 3 州の農業普及員の約 3 分の 2）以上の農業普

及員が養成される（研修終了時に実施する陸稲栽培理解度テストに合格した者）。

・研修を受けた中核農民のうち、■■名（または、■■％）以上の中核農民が研修で

学んだ技術を実践する。 
 

【成果３】プロジェクト対象 3 州のパイロット地域を中心に、陸稲栽培が促進される。 
＜活動＞ 

3-1.  活動に必要な陸稲種子を確保する。 
3-2.  パイロット地域における農業普及員と中核農民による一般農民向けの現場研修（オ

ンファームトレーニング）の実施計画を策定する。 
3-3.  実施計画に基づき、パイロット地域における一般農民向けの現場研修（オンファー

ムトレーニング）を、中核農民の圃場を使って実施する。 
3-4.  パイロット地域以外の地方農業局を含め、各地方農業局のニーズに基づき、地方農

業局による陸稲普及活動への支援（種子供給、技術支援）を行う。 
3-5.  プロジェクト対象 3 州において陸稲栽培普及に取り組む NGO 等との連携を検討す

る。 
＜指標・目標値＞ 

・研修を受けた農業普及員と中核農民による現地研修が■■回以上実施され、延べ■

■名以上の農民が研修に参加する。 
・主に地方農業局、農業普及員の活動を通し、■■名以上の農民が、配布された陸稲

                                                                                                                                             
8 本プロジェクトは対象３州において選ばれたパイロット地域での陸稲栽培普及を目指すが、農業普及関係者への研修は、３州全体の関係

者を対象とする。 
9 陸稲栽培が導入されたパイロット地域のうち、陸稲栽培の導入後、栽培普及が進んだ地域を先進地域と位置づける。栽培普及の進捗につ

いては、中核農家以外の農家による陸稲栽培導入、導入農家の栽培継続を判断基準とするが、地域の農業普及関係者の報告、プロジェ

クト専門家の視察結果等に基づき判断する。 
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種子を受けとる。 
 

【成果４】 プロジェクト対象パイロット地域の陸稲栽培先進地域9において、農家レベルでの収

穫後処理技術が改善される。 
＜活動＞ 

4-1. 収穫後処理技術、及び陸稲米のマーケティングに関するベースライン調査を実施す

る。 
4-2. 陸稲栽培が先行導入された地域に対し、陸稲栽培の普及状況に応じ、収穫後処理に

関わる支援を行う。 
4-3. 収穫後処理機材の利用状況に基づく、郡農業局・農業普及員による陸稲米生産・収

穫後処理のモニタリング体制を構築する。 
4-4. 中央州、東部州、南部州の 3 州で生産された陸稲米のプロモーション活動を試行す

る。 
＜指標・目標値＞ 

・後処理機材が導入された地域の地方農業局職員、農業普及員等、計■■名以上に対し、

収穫後処理・マーケティングに係る研修が実施される。 
・プロジェクトに支援された陸稲栽培先進地域において、精米の破砕米率が■■％低下す

る。 
・プロジェクトに支援された陸稲栽培先進地域において、異物混入率が■■％低下する。

・収穫後処理機材の設置場所において、■■■名以上の農家の陸稲栽培状況（農家戸数、

栽培面積、収穫量等）、収穫後処理状況等に係るデータが収集される。 
 

（３）投入（インプット） 
１）日本側 

・専門家 
長期専門家（稲作栽培技術、研修／プロジェクト運営管理） 
短期専門家（収穫後処理／普及／マーケティング／農村社会・農業経済など） 

・機材供与 
収穫後処理関連資機材、栽培試験関連資機材、展示圃場関連資機材、種子生産関連資

機材、事務所用資機材、車両、研修用資機材等 
・研修員受入れ 

本邦研修等 
２）カメルーン側 

・人員配置 
プロジェクトスーパーバイザー（農業農村開発省 調査・計画・協力局長） 
プロジェクトマネージャー（農業農村開発省 調査･計画・協力局 分析・農業政策課長）

副プロジェクトマネージャー（農業農村開発省 農業組織・営農支援局 農業普及課長）

カウンターパート(州・県・郡レベルの農業普及担当職員、及び農業開発研究所（IRAD: 
Institute of Agricultural Research for Development）の稲作部門担当者、計 20 名程度) 

パイロット地域の農業普及員（農業普及員 20 名程度） 
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・施設・建物 
プロジェクト活動に必要な執務室 
プロジェクトの試験栽培／展示栽培／種子生産のための圃場の用地、及び圃場運営に

係る便宜 
・管理運営費 

関連職員のプロジェクト活動に係わる経費 
光熱費など基本的プロジェクト運営費用 

 
（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

１）前提条件 

・稲作振興に関するカメルーン政府の政策に変更が無いこと。 
２）成果達成のための外部条件 

・研修を受けた地方農業局職員、及び農業普及員が継続して陸稲栽培普及の活動に関わる

こと 
３）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・旱魃等の自然災害が起こらないこと 
・深刻な陸稲の病気が発生しないこと 
・陸稲栽培に被害を及ぼす鳥類、害虫の極端な増加がないこと 

４）上位目標達成のための外部条件 

・コメの国際価格が暴落しないこと 
・陸稲栽培振興の取組みが継続されること 

 
５．評価５項目による評価結果 
（１）妥当性 

以下の点から本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 
－ 本プロジェクトは、カメルーンの最上位開発政策である「雇用と成長のための戦略文書

（GESP）」に整合している。 
－ カメルーンの農業分野政策（RSDS）において、陸稲（稲作）も生産倍増の対象作物とな

っており、本プロジェクトは分野政策目標の達成に貢献するものである。 
－ カメルーン NRDS では、特に陸稲栽培の振興を目標達成の手段として重視し、また、カ

メルーンの南部 3州は陸稲栽培のポテンシャルが高いことから、本プロジェクトはNRDS
の目標達成に大きく貢献する。 

－ 本プロジェクトは、CARD イニシアチブの推進を目指す JICA の協力方針に合致してい

る。 
－ プロジェクト対象の 3 州は、降雨量に恵まれるとともに 2 度の雨季があり、既存作目と

の競合回避や収穫後処理の観点も含め、陸稲栽培、及び栽培の導入普及に適している。

－ カメルーンでは都市部を中心に農村部においても米食の習慣が浸透しつつあり、農民の

稲作への関心が高まっていることから、本プロジェクトの取り組みは、農民のニーズに

合致していると考えられる。 
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（２）有効性 
以下の理由により、プロジェクトの有効性は高いことが見込まれる。 
－ 対象 3 州の多くの農民が陸稲栽培に関心を持っているものの、これら農民には栽培技術

に関する情報や、陸稲種子へのアクセスが不十分であり、陸稲栽培を開始することがで

きない。こうした農民に対する種子の配布、及び栽培技術の発信源となる地方農業局職

員・農業普及員の育成は、プロジェクト目標達成に向けた有効な方策であると考えられ

る。 
－ 農民の手に入る収穫物の質・量の改善に貢献し、また、余剰米の販売意欲向上を可能と

する収穫後処理技術の改善は、稲作継続の意欲向上にも密接に関連し、プロジェクト目

標の達成に有効と考えられる。 
 
（３）効率性 

以下の観点より、プロジェクトの効率性は高いと見込まれる。 
－ 多くの農民が陸稲栽培に関心を持ち、陸稲栽培導入の意思がある中、研修を通した最小

限の技術情報の提供と種子配布を通し陸稲栽培の機会を提供する本プロジェクトの活動

は、陸稲栽培の促進に向けた効率的な取組みであると考えられる。 
－ カメルーンの農業普及体制は、人員や機材の不足といった問題を抱えてはいるものの、

政府独自予算での普及サービス向上の取組みが機能している。既存の農業普及体制に不

足する陸稲栽培の知識を補うとともに普及に向けた人材を育成し、その上で既存の普及

体制を活用する本プロジェクトのアプローチは、カメルーンにおける陸稲栽培促進の取

組みとして効率性が高いことが見込まれる。 
 

（４）インパクト 
以下の点において正のインパクトが見込まれる。 
－ 農業普及員を含む対象 3 州の MINADER 関係者のほとんどが稲作栽培の技術指導等を受

けたことがないことから、本プロジェクトでは、3 州の MINADER 関係者全体に対し、

広く陸稲栽培研修を行うことを予定し、陸稲栽培普及に大きく貢献することが期待され

る。 
－ プロジェクトの重点普及地域（パイロット地域）は限定的であるものの、地方農業局主

体の陸稲栽培普及取組みに対しては、パイロット地域以外の取組みに対しても支援（種

子提供、及び技術指導等）を行うことを予定し、より広域への陸稲栽培導入が期待され

る。 
－ NRDS の取組みとの整合性を保ち、また、NRDS 実施に向けた議論に積極的に参加して

いくことで、カメルーン稲作セクター発展に対し、より大きな貢献を実現することが見

込まれる。 

負のインパクトは想定されていない。 
 

（５）自立発展性 
以下の理由により、プロジェクトの自立発展性は高いと見込まれる。 
－ プロジェクトの活動は、米を最重要作物の一つと位置づけるカメルーンの農業政策に、
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今後も整合することが見込まれる。 
－ プロジェクトは、MINADER 地方局職員や農業普及員への研修実施を通し、陸稲栽培普

及の取組み実施を可能とする MINADER のキャパシティビルディングを行うため、自立

発展性は高いことが見込まれる。 
－ カメルーンの農業普及行政においては、政府独自予算での普及サービス向上の取組みを

継続するとともに、2010 年（カメルーンの予算年度）には MINADER の人員増強も実現

していることから、今後も農業普及強化の取組みが継続され、本プロジェクトの成果を

活用することが見込まれる。 
－ プロジェクトは地方農業局自身のイニシアチブを重視し、地方農業局自身による取組み

を支援することで、自立的な活動を促すため、高い自立発展性が見込まれる。 
－ プロジェクトにより導入される技術は最小限の内容を前提とし、全国の小規模農家で採

用可能な技術を導入することを予定し、より広域への普及展開の観点から、自立発展性

は高いと見込まれる。 
 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
（１）貧困 

カメルーン国は最貧国ではないものの、貧困度合いは農村部において著しい。米食は、都市

部を中心に農村部にも浸透しつつあり、特に貧困層における食糧安全保障の観点から、自給用

の陸稲栽培への関心が高い。本プロジェクトのコンセプトは大きな投入や高度の技術を必要と

しない陸稲の導入と普及であり、農村部での食料自給や、将来的な生産量増加と都市部への流

通ルート確立により、農家の収入向上に貢献することが期待される。 
 

（２）ジェンダー 
自給用のコメ生産に対しては女性からの関心も高いことから、一般農民向けの現場研修（オ

ンファームトレーニング）において女性の参加促進に配慮するとともに、種子の配布において

女性の受け取り希望者の存在に配慮する。 
 

（３）環境・社会 
本プロジェクトの陸稲栽培導入の対象は、小規模な農民や農民グループであり、その栽培規

模は 0.5ha/人程度が限界であり、したがって、陸稲栽培の耕地確保のための大規模な森林伐採

等は想定されず、環境への大きな悪影響はないと考えられる。 
 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 
・ ウガンダ国個別専門家「農業計画アドバイザー」派遣（2003 年～）、ウガンダ国「ネリカ適

応化計画」（技術協力プロジェクト）（2007 年）、ネリカ米振興計画プロジェクト（2008 年

～2011 年） 
 標記のウガンダにおける取組みは、ネリカ米研究・栽培に関わる人材育成と技術の向上によ

る普及を通じ、ネリカ米の生産量および生産性を向上することにより、ウガンダ国のコメ自給

率向上に貢献することを目的とした一連の取組みである。これら一連の取組みにおける陸稲栽
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培普及の成果からの教訓（研修対象の 3 割程度が陸稲栽培を実践）や、普及手法（種子配布を

中心とした陸稲栽培機会の提供と技術研修）は、移動耕作を伴う熱帯雨林地域での陸稲栽培の

特性を反映したものであり、本プロジェクトの指標設定や研修対象人数の設定、研修実施、個

別の技術取組みにおいて考慮すべきである。また、その人材育成手法、普及手法、及び特定さ

れたネリカ品種の栽培特性・栽培技術やそれらを基に作成されたマニュアル類には、本プロジ

ェクトに直接流用可能な内容が含まれる。 
 

８．今後の評価計画 
2011 年 6 月 ベースライン調査（予定） 
2012 年 12 月 中間レビュー（予定） 
2014 年 1 月 終了時評価（予定） 
協力終了 3 年後 事後評価（予定） 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の背景 

カメルーン共和国（以下、「カ」国）は、47.5 万 km2 の国土を有する人口 1,910 万人（世銀, 2008）
の国である。「カ」国において、農業は基幹産業であり、就業人口の約 6 割、GDP の約 2 割を占

めている。近年、コメの消費量増加（2008 年の推定で年間 25.7kg／人）の一方、国内生産は停滞

し、コメ生産面積は 4.4 万 ha、生産量は 10 万ｔ（2007 年、平均収量 2.27ｔ/ha）にとどまるなか、

2007 年には 47 万ｔ以上のコメが輸入されている。コメの消費は大都市圏を中心に急速に広まり

つつあり、食糧安全保障の観点から、国内コメ生産の振興が急務となっている。 
2008 年 10 月に実施された第 1 回「アフリカ稲作振興のための共同体（Coalition for African Rice 

Development：CARD）」本会合にて、「カ」国は CARD 第 1 グループ支援対象国に選定され、当該

国の稲作振興戦略文書（National Rice Development Strategy：NRDS）も策定されている。「カ」国

NRDS では、その稲作振興の取り組みを、i）農業資材入手への支援、ii）新規灌漑区の最小限の

整備と既存大規模整備区の施設・機材の改修、iii）構造化と生産者の専門化、iv）ポストハーベ

ストと商業化への支援、の 4 つの柱に整理している。 
CARD対象国においては、それぞれのNRDSの下、コメ増産に向けた新たな取り組みを開始する

ことが期待されており、JICAはCARD取り組みの積極的な推進に取り組んでいる。しかし、「カ」

国の稲作分野に関しては、これまでJICAの協力は実施されていなかったことから、2009年6月か

ら7月にかけて、「カ」国コメセクターの現状を把握するとともに、当該分野への日本の協力方針

を策定することを目的とした協力準備調査が実施された。本調査の結果として「カ」国南部の大

都市近郊における稲作振興が提言され、本提言を受けた「カ」国政府は、首都Yaoundéのある中

央州と、中央州に隣接する南部州、東部州の3州における稲作（陸稲）振興を目的とした技術協力

プロジェクトをわが国に要請し、JICAは本プロジェクトの詳細計画策定に係る調査団を派遣する

こととした。 
本詳細計画策定調査では、調査を第一次、第二次の 2 回に分け実施した。 

 
１－２ 調査目的 

（１）第一次調査 
① 基本計画（案）策定に必要な追加情報の収集 
② 先方政府への JICA 技術協力プロジェクトスキームの説明 
③ 案件設計に関する協議（方向性の確認、事前協議） 

 
（２）第二次調査 

① 先方政府に対し JICA 技プロスキームの説明を行い、案件の基本計画と、プロジェク

ト実施に伴う先方負担につき、先方政府関連機関との調整、協議、合意形成を行い、

協力の基本構想〔討議議事録（Record of Discussions：R/D）案、プロジェクト・デザ

イン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案等〕について、先方と協議議事

録（Minutes of Meeting：M/M）で確認する。 
② 必要な追加情報を収集する。 
③ プロジェクト実施の妥当性確認のため、評価 5 項目の視点で評価を行う。 
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１－３ 調査団の構成 

（１）第一次調査 

 氏 名 担当分野 所 属 日 程 

１ 西牧隆壯 総括／稲作 
JICA農村開発部乾燥畑作地帯グループ 

課題アドバイザー 
6/13-6/19 

２ 三宅 公洋 協力企画 
JICA農村開発部乾燥畑作地帯グループ 

乾燥畑作地帯課 Jr.専門員 
6/13-6/28 

 
（２）第二次調査 

 氏 名 担当分野 所 属 日 程 

１ 星弘文 総括 
JICA農村開発部乾燥畑作地帯グループ 
乾燥畑作地帯課 課長 

8/1-14 

２ 惣慶嘉 稲作 
アフリカ稲センター（旧 WARDA）JICA
専門家 

8/2-13 

３ 三宅公洋 協力企画 
JICA農村開発部乾燥畑作地帯グループ 
乾燥畑作地帯課 Jr.専門員 

8/1-14 

４ 望月昭宏 
農産物 

マーケティング 
ICONS 国際協力株式会社 7/25-8/16 

 
 
１－４ 調査日程 

（１）第一次調査 
2010 年 6 月 13～28 日（調査日程は付属資料 1 参照） 

 
（２）第二次調査 

2010 年 7 月 25 日～8 月 16 日（調査日程は付属資料 2 参照） 
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第２章 協力分野の現状と課題 
 
２－１ 「カ」国の農業分野の概要 

（１）農業生態区分と主な栽培農産物 
「カ」国の国土は、赤道に近い南端部から、北側にはサハラ砂漠が位置し、赤道気候から

熱帯気候、サヘル気候までの 3 つの気候帯にまたがり、年間降雨量もギニア湾沿岸部の約

4,000mm からチャド湖近辺の約 400mm と地域差が大きい。また高原や山間部など、地形も

変化に富んでいることから、アフリカの縮図と呼ばれることもある。こうした多様な気候・

風土条件のため、地域ごとの農業実践も大きく異なり、「カ」国の農業研究を担う農業開発研

究所（Institute of Agricultural Research for Development：IRAD）は、「カ」国国土を大きく 5
つに区分した農業生態地域（アグロ・エコゾーン）を 提示している。農業生態区分の概要を、

図２－１に示すとともに、5 つの農業生態区分における主な農産物を表２－１に示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：IRAD 

図２－１ 農業生態区分 分布図 

 

①ZoneⅠ：Sudan-Sahel Savanna 
（スーダン－サヘルサバンナ）

②ZoneⅡ：High Guinea Savanna
（高地ギニアサバンナ） 

③ZoneⅢ：Western Highlands 
（西部高地） 

④ZoneⅣ：Humid Forest with 
monomodal rainfall  
（湿潤森林単相降雨） 

⑤ZoneⅤ：Humid Forest with 
bimodal rainfall 

（湿潤森林二相降雨） ① 

⑤ 
④ 

③ ② 
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表２－１ 各農業生態区分における主な栽培農産物 

アグロエコゾーン 属する州 面積（km²） 降雨量（mm/年） 主要栽培作物 

I. Sudan-Sahel Savanna  
（スーダン－サヘルサ

バンナ） 

極北州、 
北部州 

100,353 400 ～ 1,200 綿、ソルガム、ミレット、サ

サゲ、タマネギ、ゴムノキ 

II. High Guinea Savanna 
（高地ギニアサバン

ナ） 

アダマウア州、 
東部州の一部 

123,077 1,500 
（降雨日数 150 日）

トウモロコシ、綿、ソルガム、

ミレット、ヤムイモ、ジャガ

イモ 

III. Western Highlands 
（西部高地） 

西部州、 
北西州 

31,192 1,500 ～ 2,000 
（降雨日数 180 日）

カカオ、コーヒー、トウモロ

コシ、インゲンマメ、ジャガ

イモ 

IV. Humid Forest with 
monomodal rainfall  
（湿潤森林単相降雨）  

南西州、海岸

州、南部州の一

部 

45,658 2,500 ～ 4,000 
 

カカオ、バナナ、コーヒー、

プランティン・バナナ、アブ

ラヤシ、ショウガ、コショウ

V. Humid Forest with 
bimodal rainfall 
（湿潤森林二相降雨） 

東部州の大部

分、中央州、南

部州 

165,770 1,500 ～ 2,000 カカオ、コーヒー、キャッサ

バ、プランティン、トウモロ

コシ、アブラヤシ、パイナッ

プル 
出所：中條淳 2008.「カメルーンにおける稲作事情と発展性」、『国際農業研究情報』、2008/No.57、JIRCAS 

 
（２）「カ」国の農業政策と陸稲栽培振興の位置づけ 

１）「カ」国における最上位開発政策 
「カ」国の最上位開発政策として、「雇用と成長のための戦略文書（Growth and Employment 

Strategy Paper：GESP）」が 2009 年に策定されており、国際開発機関との連携を含め、2018
年までの 10 年間の政策枠組みと政府の行動枠組みを示している。本戦略は相互に関連す

る 7 つの章から構成されており、稲作は優先振興作物の 1 つとして位置づけられている。

GESP の 7 つの章は次のとおりである。①開発政策のレビュー、②長期的な開発目標と開

発ビジョン、③成長戦略、④雇用戦略、⑤ガバナンスと国家の戦略的な運営、⑥マクロ経

済と予算の枠組み、⑦制度的な枠組みと実施・モニタリングのメカニズム。 
２）「カ」国の農村開発分野（農業分野を含む）に係る政策 

「カ」国では、①農業･農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural Development：
MINADER）、②畜産･水産省（Ministry of Livestock, Fisheries and Animal Industries：MINEPIA）

③森林･野生動物省（Ministry of Forestry and Wildlife：MINFOF）、④環境･自然保護省

（Ministry of Environment and Protection of Nature：MINEP）の 4 つの省庁が農村開発を担っ

ている。2002 年、これら 4 つの省庁が連携し、農業分野の開発を包含した農村開発戦略

（Rural Sector Development Strategy：RSDS）を策定したが、その後 2006 年には、MINADER
が改訂版 RSDS を策定している。 

改訂版 RSDS では、政策目標として、①食料安全保障と食糧自給の改善、②経済成長・

輸出・雇用への貢献、③生産者の収入改善、④農村部住民の生活改善、⑤土壌肥沃度の管

理と水資源の活用の 5 つを掲げ、その目標達成に向けた戦略として、a）食糧生産と供給の

持続的発展（食糧生産の倍増）、b）自然資源の持続的管理（灌漑開発と侵食防止）、c）地

域開発・コミュニティ開発の促進（農道改修・村レベルの開発計画策定促進）、d）適切な
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金融メカニズムの開発（信用の提供）、e）雇用促進と農業人材育成（若者の定着と訓練）、

f）食料不安のリスク管理、g）制度枠組みの開発（制度改善、公的機関能力強化、情報整

備等）の 7 つを提示し、さらに a）～g）のそれぞれに対し、複数の構造化されたプログラ

ム、及びプロジェクトを策定・整理している。また、これら戦略と細分化されたプログラ

ム・プロジェクトに基づく中期支出枠組み（MTEF）が改訂版 RSDS には盛り込まれ、そ

の実施に向けた費用や実施方法についても整理している。 
本戦略における稲作（陸稲含む）開発は、政策目標の①、及び戦略目標の a）、f）の対

象作物の１つであり、重要な位置づけが与えられている。 
３）「カ」国の NRDS 

「カ」国は CARD の第 1 グループ支援対象国であり、NRDS を策定済みである。「カ」国

の NRDS では、年々増加傾向にあるコメ輸入に対し、国内の稲作振興による国産米の供給

とコメの国内自給をめざし、2008 年の国内コメ生産量 10 万ｔ（籾、推計値）に対し、2018
年までに約 9.7 倍の生産を達成することを数値目標として設定している。 

本数値目標の達成においては、特に陸稲栽培振興が重視されており、2008 年時点におけ

る陸稲生産の生産全体に占める割合（推計）が 3 割であるのに対し、2018 年における生産

目標では、全体の 7 割強の生産を陸稲栽培が占めることを想定している。 
なお、「カ」国の NRDS では、その稲作振興の取り組みを、i）農業資材入手への支援、

ii）新規灌漑区の最小限の整備と既存大規模整備区の施設・機材の改修、iii）構造化と生産

者の専門化、iv）ポストハーベストと商業化への支援、の 4 つの柱に整理している。 
 
（３）「カ」国の稲作分野の概況 

「カ」国の NRDS では当該国の稲作を、灌漑水稲（Irrigated）、低湿地水稲（Lowland）、陸稲

（Upland）の 3 つの生態型に分類している。この分類において、低湿地水稲には降雨・表流水・

地下浸透水・氾濫原・湿地を利用する稲作が含まれ、陸稲については斜面地・丘陵地での稲作

として整理し、低地水稲と区別している。「カ」国の農業統計ではこれら生態型別の栽培面積

データは整理されていないが、NRDS の記載では 2007 年のコメ生産状況を、灌漑水稲 14,300 ha
（32%）、低湿地水稲 10,000 ha（23%）、陸稲 20,000ha（45%）の合計 44,300ha、年間生産量（籾）

を 100,000t と推定している。 
「カ」国政府による稲作振興取り組みとしては、1960 年の独立以来、国の北部、及び西部

方面における灌漑整備を伴う稲作振興が中心となっており、極北州（Yagoua、Maga、Kousserie）、
及び北西州（Ndop 平原）では 1970 年代より灌漑整備が行われ、灌漑開発を担う公社も設立

された1。また、北西州の Mezam 渓谷～Menchum 渓谷地域では 1960 年代に台湾の支援が実

施され、西部州の Baigom 平原では 70 年代から 80 年代にかけて韓国の支援が入っている。

最近の取り組みでは、イスラム銀行の借款資金による Baigom 平原の取り組み（Mont Mbappit
農村開発プロジェクト：PDRM、2006～2010 年）において灌漑インフラ整備が実施され、ま

た、世銀の借款プロジェクト（農業競争力改善プロジェクト：PACA 、2010 年～2015 年）

                                                        
1 極北州の Yagoua 稲作開発・近代化公社（Societe d’Expansion et de Modernisation de la Rizculture de Yagoua：

SEMRY）、北西州の Noun 渓谷開発局（Upper Noun Valley Development Authority：UNVDA）が設立された。な

お、SEMRY については、当初 Yagoua (SEMRYⅠ)、Maga (SEMRYⅡ)、Kousserie(SEMRYⅢ)の 3 つの灌漑地域を

管轄したが、SEMRYⅢについては 1995 年に公社運営から切り離され、農民組織（Federations）による管理運

営へと移行した。 
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の一コンポーネントとして灌漑施設整備が予定されている。 
「カ」国南部の中央州、東部州、南部州における稲作栽培に関しては、中央州の北西方面

（Makénéné地区）における陸稲栽培が知られているものの、それ以外の地域での栽培につい

てはほとんど把握されていない。MINADER関係者からの聞き取りでは、3州の低湿地におい

て広く陸稲栽培が行われてきたとされるが、農業統計等は全く取られていない。南部州の

Biwong-Bané、Meyomessala、東部州のBertouaといった地域が、伝統的な低湿地陸稲のサイト

として言及され、粗放的な栽培が行われているとのことであるが、詳細は明らかではない。 
次表に州ごとの稲作農家世帯数（2005年）を示す。南部の3州では、中央州の5,600世帯（同

州の農家世帯全体の2.8％）、東部州の2,200世帯（同1.9％）、南部州の2,600世帯（同3.3％）に

おいてコメを生産しているとされる。 
 

表２－２ 稲作農家世帯数（2005 年） 

 ｱﾀﾞﾏｳｱ州 中央州 東部州 極北州 沿岸州 北部州 北西州 西部州 南部州 南西州 合計 

全農家世帯数

（戸） 
113,579 202,730 113,873 385,661 104,748 224,710 228,946 266,745 79,180 169,320 1,889,492

コメ生産農家

世帯数（戸） 
903 5,603 2,210 45,100 1,130 18,198 21,969 7,960 2,629 6,418 112,120

(各州の全農家

世帯数に対す

る割合：％) 
(0.8) (2.8) (1.9) (11.7) (1.1) (8.1) (9.6) (3.0) (3.3) (3.8) (5.9)

出所：FICHES AGRICOLES DU 3éme RGPH ANALYSE & RESULTATS 

 

近年、中央州のNanga Eboko（Yaoundéの北東、約170km）2において、中国民間資本による

2,000haの灌漑水田開発が計画され、50 haの試験圃場での栽培が開始されている3。また、今

回の第 1 次、及び第 2 次調査で視察を行った中央州Ngoumouでは、2009年よりNERICAを用

いた陸稲栽培普及が開始されている。さらに、南部州のEbolowa、Sangmelimaでは、NGO
（HORIZON SUD）によるNERICAを用いた陸稲栽培普及の取り組みが2010年に開始されてい

る。Ngoumouにおける普及取り組みでは、IRADが種子を提供し4、当該地域の地方農業局・

農業普及員が種子配布後の栽培指導を担っている。南部州のNGOの活動では、農家～NGO間

で契約を結び、契約した農家に対しNGOが研修機会を提供している。当該NGOは非常に活発

に活動を展開し、2010年 8 月の時点で4,000を超える農家と連携しているとの情報もある。 
 
２－２ 農業普及行政 

「カ」国の農業普及システムは、中央の MINADER の普及担当部局である農業組織・営農支援

局（Department of the Agricultural Professional Organizations and the Support to the Agricultural 
Exploitations：DOPA）、及び州～県～郡の各レベルの地方農業局と現場の農業普及員から構成され

ており、中央の DOPA の監督・技術指導の下、州以下の各レベルにおいて下位レベルの監督・技

術指導を行い、また、普及すべき研究成果や技術等が下位レベルに伝達される。州、県にはそれ

                                                        
2  Sanaga 川の氾濫原地域。「カ」国 NRDS によると、Sanaga 川とその支流の流域には約 7,000ha の灌漑整備ポテ

ンシャル地域が特定されている。 
3  2006 年に結ばれた中国の民間会社（Sino Cam Iko）と「カ」国政府の間の 99 年間の土地使用契約に基づく。

Nanga Eboko の 2,000ha 以外に、Ndjoré（中央州、Sanaga 川流域）の 4,000ha、Santchou（西部州）の 4,000ha、
計 10,000ha についての契約が結ばれたとされる。 

4 日本の外務省補正予算(2008 年度)の支援を受け生産された種子の一部と考えられる。 



 

－7－ 

ぞれのレベルで農業普及を管轄するスーパーバイザー 1 人と 4 人の専門技術員が配置されてお

り、また、郡レベルにはスーパーバイザー 1 人が配置され、郡レベルのスーパーバイザーが農業

普及員の直接の監督を担う。「カ」国の農業普及体制においては、まだ地方分権化は進んでおらず

中央集権的な体制にあり、州、県レベルの地方農業局のみが中央より予算の配布を受け、郡以下

に関しては、それぞれ上位の部局から予算配布を受ける形となっている。 
農業普及の具体的な活動は、1999～2004 年に実施された世銀（IDA）及び国際農業開発基金

（International Fund for Agricultural Development：IFAD）出資の農業普及・研究支援プロジェクト

（National Agricultural Extension and Research Program：PNVRA）の内容を踏襲し、主に篤農家や

活発な生産者グループへの支援を行っている。日常の農業普及活動では、①巡回指導、②農民か

らの要請に応じた技術支援の 2 通りを行っており、①巡回指導については、少なくとも 8 つの生

産者グループに対し、それぞれ月 2 回以上の訪問が義務づけられている。なお、PNVRA に対す

る世銀の支援は 2004 年に終了したが、「カ」国政府は政府独自予算により PNVRA の取り組みを

継続し、農業普及サービス提供の維持・改善に取り組んでいる（2010 年 8 月の時点で継続中）。

PNVRAの取り組みが継続されたことで、農業普及行政の組織内には、PNVRA以前の行政組織と、

PNVRA 実施に当たって導入された組織（もともとはプログラムの実施組織）が並立した形とな

っている。 
MINADER の人員は、1990 年代の構造調整以降、補充されないまま職員の定年・死亡等により

人員数が減少し、MINADER 全体において定員数に対し人員不足の状態にあり、農業普及関連の

人員も不足している。当該 3 州の 2009 年度の農業普及関連人員の配置状況を表２－３に示す。農

家への直接の普及に当たる農業普及員について 3 州の状況をみると、配属すべき普及員の全ポス

ト数（519 人）に対して 63.8％（配属数 331 人）という低い充足率となっている。こうした人員

不足の問題はあるものの、2010 年には新たな人員補充（全 MINADER 部局に対し約 700 人の新規

雇用）が開始され、農業行政において体制強化が図られている。 
なお、農業普及員は、担当地域の農業普及を一手に担い、地域ごとで優先的な栽培振興作物の違

いはあるものの、地域の農業普及員が全ての主要作目の普及を担っている。したがって、陸稲栽培

普及に取り組むうえでは、地域における優先作物や陸稲の位置づけについて配慮が必要であろう。 
 

表２－３ 中央州、東部州、南部州の農業普及関連人員の配置状況 

農業普及員 郡 農業局 
（Supervisor） 

県 農業局 
（Supervisor+専門技術員）

州 農業局 
（Supervisor+専門技術員）  

定員数 実配置数 定員数 実配置数 定員数 実配置数 定員数 実配置数

中央州 254 170 35 32 45 44 5 3 

東部州 151 75 19 19 20 17 5 3 

南部州 148 66 14 14 20 19 5 3 

出所：FICHES AGRICOLES DU 3éme RGPH ANALYSE & RESULTATS 
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２－３ 中央州、東部州、南部州における稲作（陸稲）振興に係る普及行政 

「カ」国の農業普及行政は上述のとおりであるが、当該３州における陸稲栽培については、中

央州北西部の Makénéné 地域における陸稲栽培のみが一般に認識され、東部州、南部州に至って

は農業統計もほぼ皆無の状態にある。一般に、農業普及を担う農業普及員は担当地域の農業全般

の普及業務を担っているが、南部の 3 州ではカカオをはじめとする換金作物とともに、イモ類や

プランティン（調理用バナナ）等の生産が盛んであり、これまでのところ稲作はあまり重視され

ていない。また、ほとんどの普及員が稲作に係る研修等の農業教育を受けたことがないのが実状

である。 
 

表２－４ 中央州、東部州、南部州における農業活動ごとの実践農家世帯数 

（上段：世帯数（戸）、下段：各州の全農家世帯数に占める割合） 

農耕 
  

全農家

世帯数 換金作物 食用作物 野菜 果樹 
家畜飼育 農外活動 

103,836 157,962 72,162 87,352 67,671 51,318 
中央州 202,730 

51.2% 77.9% 35.6% 43.1% 33.4% 25.3% 

34,542 97,389 47,222 48,271 50,781 47,317 
東部州 113,873 

30.3% 85.5% 41.5% 42.4% 44.6% 41.6% 

34,165 52,266 31,655 26,064 24,142 22,195 
南部州 79,180 

43.1% 66.0% 40.0% 32.9% 30.5% 28.0% 

出所：FICHES AGRICOLES DU 3éme RGPH ANALYSE & RESULTATS 

 
 

表２－５ 中央州、東部州、南部州における作目ごとの実践農家世帯数 

（上段：世帯数（戸）、下段：各州の全農家世帯数に占める割合） 

食用作物 換金作物 
  

ｷｬｯｻﾊﾞ ﾄｳﾓﾛｺｼ 落花生 ﾌﾟﾗﾝﾃｨﾝ ﾀﾛｲﾓ ﾊﾞﾅﾅ ﾔﾑｲﾓ カカオ ｺｰﾋｰ ﾊﾟｰﾑ油

139,841 124,376 124,608 127687 122,528 102028 91,543 90972 17619 27563
中央州 

69.0% 61.4% 61.5% 63.0% 60.4% 50.3% 45.2% 44.9% 8.7% 13.6%

86,586 76,952 70,364 62598 63,070 52049 38,393 22700 21745 6441 
東部州 

76.0% 67.6% 61.8% 55.0% 55.4% 45.7% 33.7% 19.9% 19.1% 5.7% 

48,409 43,107 44,240 46223 44,073 35522 29,838 31330 2024 6381 
南部州 

61.1% 54.4% 55.9% 58.4% 55.7% 44.9% 37.7% 39.6% 2.6% 8.1% 

274,836 244,435 239,212 236,508 229,671 189,599 159,774 145,002 41,388 40,3853 州 

合計 69.4% 61.8% 60.4% 59.8% 58.0% 47.9% 40.4% 36.6% 10.5% 10.2%

出所：FICHES AGRICOLES DU 3éme RGPH ANALYSE & RESULTATS 

 
陸稲栽培が実践されている Makénéné 地域においても、現場の農業普及関係者は稲作に関する研

修等を受けておらず、経験的に確立された栽培体系に則った指導を行っており、陸稲栽培に必要な

基礎知識・経験が不足している。Makénéné 地域の関係者からの聞き取りでは、MINADER 中央に

対し、陸稲栽培に係る技術文書の提供を依頼しているが、2010 年 8 月の時点で入手できていないと
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のことである。ちなみに、Makénéné 地域で実践される主な陸稲栽培方法は、生育期間 3～8 月のト

ウモロコシと 7 月（播種）～11 月･12 月（収穫）の陸稲の混作、または混作の場合と同じタイミン

グでの陸稲の単作である。トウモロコシとの混作の場合、6 月末の小乾季の時期にトウモロコシ畑

の除草を行い、7 月にトウモロコシの株の間に手の平の間隔（20cm 間隔程度）で点播（6 粒程度／

穴）を行う。現地訪問時の聞き取りでは、施肥方法は農家によって異なり、施肥をすることで 1t/ha
程度の収穫が得られるが、無施肥の場合は、0.6 t/ha 程度の収量とのことである。 
 
２－４ 陸稲栽培に関する陸稲種子の供給体制 

「カ」国の種子法上は、種子の管理統制（認証・登録）・品質維持は、MINADER の資材及び農

産物品質管理・規制局（Department of the Regulation of the Control of Quality of the Inputs and 
Agricultural Products：DRCQIPA）が担い、農業開発局（Development of the Agriculture Development：
DDA）が改良種子の普及、種子生産の技術指導等を担うこととなっている。しかしながら、「カ」

国の種子供給体制は、法令上の体制と実態の間に乖離があり、実態として IRAD が種子生産のた

めの原種･種子を供給し、民間の種子生産農家が DDA の管理・技術指導の下、種子生産を行って

いる。DRCQIPA はこうした実状を十分に認識し、IRAD を供給源とした種子供給体制に不満を感

じているが、問題解決に向けた取り組みは何も行われていない。このため、結果として「カ」国

で利用・流通される種子に関しては、多くの種子が公式に登録されないままに利用・普及に供さ

れている。 
 陸稲栽培農家レベルへの陸稲種子供給に関しては、政府やドナー支援による一時的な新品種の

導入以外、自家採取が継続され、極狭い範囲で移動・伝播されてきたと考えられる。近年におけ

る陸稲種子の供給は、過去に実施されたプロジェクト（「カ」国の国家プロジェクト National 
Employment Fund （NEF）、FAO の Special Programme for Food Security （SPFS）、または実施中の

プロジェクト（CFC 出資の Improving the competitiveness of rice in Central Africa（通称ネリカ･プロ

ジェクト））で一時的に供給された種子以外には、農家への持続的な種子供給体制は確立されてい

ない。これらのプロジェクトを通じた品種の伝播以外にも NERICA 等の新品種が既に栽培されて

いる地域がいくつかあるが、それらは NGO の活動によるものや、アフリカ稲センター〔旧西ア

フリカ稲開発協会（West Africa Rice Development Association：WARDA）〕が IRAD と共同で実施

した農民参加型品種選抜（Participatory Variety Selection：PVS）に参加した農家が栽培を継続して

いるものと考えられる。 
IRAD、及び DRCQIPA の資料を総合すると、「カ」国における新品種の陸稲種子に関しては、

NERICA1、2、3、8 が普及されつつあるようである。IRAD がアフリカ稲センターの技術支援を

受けて行っているネリカ・プロジェクトにおいて、種子生産農家が育成されつつあるとの情報も

あるが、これまでのところ、中間生産者は介在しておらず、IRAD で生産された種子が直接生産

者に渡っていると考えられ、したがって当面の「カ」国陸稲種子供給源は IRAD に限定されてい

る。 
なお、プロジェクト等が種子の生産を IRAD に委託する場合、栽培面積あたりの費用を要求さ

れ、種子栽培面積 1ha（畑地）当たり 150 万 cfaF（約 30 万円）の費用がかかるとのことである。 
 
２－５ 対象地域における陸稲栽培の現況 

今回の調査では、第 1 次調査において中央州の 2 カ所（Makénéné、Ngoumou）、及び南部州の
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NGO（HORIZON SUD）サイトの視察を行い、また、第 2 次調査では第 1 次調査と同じく中央州

の 2 カ所の視察を行った。これら 3 カ所のサイトの内、Makénéné については以前より陸稲栽培が

実践されているが、Ngoumou については 2009 年 3 月より NERICA を用いた陸稲栽培が導入され、

また、南部州の NGO については 2010 年 3 月より活動を開始している。 
これら 3 サイトにおける陸稲栽培技術は、他の西アフリカ諸国と同様に基本的には無施肥栽培

であり、輪作サイクルでは土壌が一番肥沃な休閑明けに作付けされている。特記する技術という

ものはないように見受けられたが、中央州で訪問した Makénéné、及び Ngoumou の両サイトで、1
株 5 粒以下の薄播きとなっており、南部州の NGO も薄播きを推奨している。また、Ngoumou の

サイトでは条播を行っており、除草等の圃場管理もしっかりと行われていた。Ngoumou では陸稲

栽培導入後、間もないこともあってか、耕種技術については農業局の指導内容をよく尊守してい

るように見受けられた。 
Makénéné の訪問時には、Japan Emergency Rice Project5で生産された水稲品種（TOX 品種）が農

家に配布されており、訪問時には配布された種子をちょうど畑に播種していたため、配布種子と

ともに播種風景を見ることができた。普及員や農家からの聞き取りでは、無施肥でもカタログ表

示どおりの 4～8t/ha の収穫が得られると考えているようであったが、収穫まで 140～150 日を要

する品種を 8 月上旬に播種し、収穫時期まで降雨があるのかどうか6、また、それほど肥沃でない

と見受けられる土地におそらく穂数型であると考えられる水稲品種を播種している点が危惧され

た。この点を視察に同行した農業局関係者に指摘したところ、IRAD の研究者から問題ないとの

説明を受けた、とのことであった。低湿地ではない畑地には陸稲を作付けるのが望ましく、品種

の適切な使用法についての指導が行われるべきであるが、実状としては適切ではない指導が行わ

れている。 
視察訪問時の印象としては、Ngoumou の土壌は Makénéné と比較して肥沃であるように思われ

た。Ngoumou では NERICA 3 が配布されているものの、Ngoumou 地域での気温は、NERICA が育

成された西アフリカ地域よりも低いため、生育期間が西アフリカでの標準より長くなっている7。

今回、農家圃場で聞き取り調査をした播種日と訪問時の圃場での生育状況とを照合すると、50%
出穂までは播種後 80～85 日程度、50%出穂から収穫までは 30～35 日程度、したがって、播種後

から収穫までの日数は 110～120 日程度を要すると推測される。 
 
２－６ 「カ」国におけるコメの流通の現状 

（１）コメの流通に係る｢カ｣国関係省庁とその流通支援取り組み 
「カ」国政府において国内のコメ市場に関係がある省庁は、主には MINADER と商務省

（Ministry of Commerce：MINCOMMERCE）である。コメの生産・流通・販売というバリュ

ーチェーンの観点において、前者の管轄は上流部（コメ生産に携わる領域）であり、他方、

生産以降の下流部（市場流通）が後者の管轄である。 
MINADER はコーヒー、カカオといった輸出作物に関しては省内に委員会を設置し、輸出

促進活動にも積極的に取り組んでいるが、国内市場向けの作物となるコメに関しては、こう

                                                        
5  日本の外務省補正予算の支援を受けアフリカ稲センターが実施した稲作種子の増産･配布等のプロジェクト。

「カ」国を含む中西部アフリカの 11 カ国を対象とした。 
6 当該地域では、おおむね 4～6 月と 8～10 月に降雨量のピークを迎える２度の雨季があるが、11 月には降雨量

が減り始め、12～2 月の乾季を迎える。 
7  西アフリカにおける NERICA 3 の場合は、100～110 日前後。 
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した委員会は設置されていない。しかしながら、NRDS 策定後の 2009 年 12 月には、MINADER
主導による NRDS 実施に係る運営委員会が設置され、コメ・バリューチェーン関係者を集め

た会合が定期的に開催されている。また、コメに限定した取り組みではないものの、コメを

含む国内産主要食糧の生産拡大による自給率向上を目指すべく、国産品の販売促進取り組み

が行われている。国内の国産品プロモーションは、MINCOMMERCE が中心となって取り組

んでおり、2010 年 8 月に開催された同イニシアティブ｢COALITION｣のセミナーでは、コメ

をはじめ、牛乳・乳製品、トウモロコシ、食用油、小麦、魚介類といった主要食糧品が取り

上げられている。さらに同イニシアティブでは国内産米を利用したレシピコンクール・試食

会なども実施された。 
なお、後述するとおり、「カ」国では消費者保護の観点から輸入米の価格統制と輸入関税

廃止の措置が取られており、いずれも MINCOMMERCE が管轄している。MINCOMMERCE
関係者の話では、国産米の振興のために、将来的に関税率を上げる可能性はあるものの、こ

れまでのところ、増加傾向にある国内需要に対し、国産米バリューチェーンは生産・流通の

両面で脆弱であり、時期尚早なアイデアと考えているとのことであった。 
 
（２）「カ」国におけるコメの供給状況 

「カ」国では、コメはキャッサバ、トウモロコシ、バナナとともに広く消費されている。国

内のコメ生産地としては、主に同国北部における灌漑整備区で水稲が栽培されているが、そ

の生産実態については、統計も整備されておらず、十分には把握されていない。当該国の

NRDS によれば、2008 年の国内コメ生産量を 6.5 万 t（精米）と推定しているが、同国のコメ

輸入量と比較するとその量は微々たるものである。加えて同地域産の水稲米は輸送インフラ

などの問題から、隣国であるナイジェリア、チャドなどに生産量の大半（極北州産は約 95％、

北部州産は約 50％）が流出しているとされ、国内消費に向けられる分量は国全体のコメ消費

に対し、ごくわずかとされている。 
一方、コメの輸入量は、コメの国際価格等の影響で年により増減することがあるものの、

中長期的な傾向としては増加の一途をたどっている。表２－６に、2005～2009 年の 5 年間の

コメ輸入の状況を示す。2009 年の実績では 46 万 9,456ｔ（1,185 億 8,230 万 cfaF）のコメが

輸入されている。その内訳は輸入量、輸入額ともに、タイ産が 50％以上（輸入量、52.0％）

を占め、続いてベトナム産（同、27.2％）、ミャンマー産（同、9.1％）、パキスタン産（同 7.8％）

となっており、上位 4 カ国で全輸入量・輸入額の 95％以上を占めている。 
以上のように、「カ」国のコメ生産量は、国内の消費量に対しわずかであるとともに、そ

のほとんどが隣国のナイジェリア、チャドに流通し、消費されるコメのほとんどを輸入に依

存しているのが「カ」国の実状である。こうした背景の下、大消費地である Yaoundé、Douala
への供給を念頭にした稲作振興が政府によって掲げられている。MINADER 関係者からの聞

き取りによれば、輸入されたコメの約 75％が Douala と Yaoundé で消費されており、この 2
大消費地における消費性向を把握したうえで、市場を誘導する的確な政策を、的確な時期に

実施することが国産米振興政策においては重要と考えられる。 
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表２－６ 「カ」国の米輸入量の推移（2005～2009 年） 

輸入量 （ｔ） 輸入額 （百万 cfaF） 
 

2005 2006 2007 2008 2009 2005 2006 2007 2008 2009 

籾（種子） 0.2 0.3 0.4 0.0 0.2 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1

玄米 0.2 0.3 NA 1.0 48.2 0.2 0.3 NA 2.0 25.4

精米 433,032.2 429,863.1 470,319.8 425,537.6 463,406.3 72,484.8 71,603.9 87,701.6 112,570.0 116,853.9

砕米 0.0 0.1 600.2 1,770.9 6,001.2 0.0 0.0 107.5 489.1 1,702.9

合計 433,032.6 429,863.8 470,920.4 427,309.5 469,455.9 72,485.1 71,604.4 87,809.2 113,061.2 118,582.3

出所：「カ」国財務省関税局 通関統計資料 

 
表２－７ 「カ」国の米輸入量（国別、種類別、2007～2009 年） 

輸入量（ｔ） 輸入額（百万 cfaF） 
  

2007 2008 2009 2007 2008 2009 

精米 タイ NA 192,722 238,269 NA 52,553 68,034

  ベトナム 52,647 72,663 127,981 10,239 21,632 29,211

  ミャンマー NA 25,313 42,804 NA 6,565 7,539

  パキスタン 38,488 45,241 36,518 5,847 10,212 7,591

  ブラジル NA 2,490 16,490 NA 556 3,944

  中国 80,962 51,179 145 14,933 12,486 39

  インド 132,051 35,271 128 23,261 8,324 132

  台湾 161,824 0 NA 32,547 0 NA

  その他 4,350 659 1,073 874 242 365

  小 計 470,320 425,538 463,406 87,702 112,570 116,854

タイ NA 1,730 6,000 NA 485 1,702

パキスタン 575 NA NA 106 NA NA

その他 25 41 1 2 5 1
砕米 

小 計 600 1,771 6,001 108 489 1,703

出所：「カ」国財務省関税局 通関統計資料 

 
（３）「カ」国におけるコメの国内流通の現状 

１）国内主要市場での輸入米流通の現状 
「カ」国政府においては、油、小麦粉などと同様にコメを主要な食糧と位置づけており、

輸入米の価格統制8を行っている。輸入米の統制価格は、半年に 1 度、3 月と 6 月に開催さ

れる統制価格委員会において国際米相場の動向等を考慮しつつ、委員会のメンバーである

政府、民間企業、消費者保護団体の合意のうえで決定される。価格統制は 2008 年のコメ

価格高騰後、輸入米の国内販売価格の安定・低減を目的として導入されたが、ほぼ同じ時

期に、コメの輸入関税率が 0％に引き下げられ、本調査実施時点においても 0％のままと

                                                        
8 すべての輸入米が統制されているわけではなく、砕米含有率 25％と 5％の輸入米（ただし、5％についてはタ

イ産米以外）について、Douala、及び Yaoundé における卸売価格（50kg 単価）、小売価格（1kg 単価）が規定

されている。 
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なっている。 
今回の調査では、コメの 2 大消費地である首都 Yaoundé と商都 Douala において

NKOLETON、BIYEMASSI、MFOUNDI、MOKOLO 等の主要な市場、及びいくつかの高級

スーパーマーケットを視察した。その結果、通関統計が示すとおり主要 4 カ国（タイ、ベ

トナム、ミャンマー、パキスタン）からの輸入米を中心にコメが流通していることが確認

された。特にタイ米については 1 kg ないしは 5 kg のリテールパックの形態で販売されて

いるケースも多く、通関統計以上に市場占拠率が高い印象を受けた。市場での販売価格に

ついては、輸出国、等級（砕米含有率）、ブランドによって差があることが確認され、タ

イ米の砕米含有率の低いコメが、一般的に高値で取引される傾向にある。ブランドについ

ては輸入業者が独自のブランド名を付けて販売しているケースがあり、そうしたブランド

のなかには、ブランド名のみが記載された袋に詰め換えられ、輸出国や砕米含有率が確認

できないものも散見された。この点は MINCOMMERCE の方でも憂慮しているとのことで

あった。 
コメ市場全体におけるシェアという観点からは、砕米含有率が高いため品質の悪いコメ

と位置づけられる販売価格の安いコメが大きなシェアを占めていることが、販売店のコメ

ント及び売場における占有面積より確認された。その一方で、高級・隙間市場向け商品も、

高級スーパーマーケット等において少なからず存在し、流通している。ターゲットとする

客層により求められる販売価格・品質は当然異なってくるものの、砕米含有率 5％、10％、

15％、20％、25％以上といった輸入米が流通し、また、タイ産の香米に関しては破砕米 100％
のものも広く市場に流通している。砕米含有率という観点からは、これまでのところ、「カ」

国には幅広いさまざまな市場が存在し許容範囲が大きいといえる9。 
一般の市場でのコメの販売形態は、大口消費者・小売店向けには 50kg 袋、一般消費者

向けには 5kg 入り･1kg 入りの小袋、数百 g～数 kg の秤売り、もしくはプラスチック・カ

ップを 1 単位とした秤売りという形態が一般的である。外国人や富裕層を主な顧客とする

高級スーパーマーケットにおいては、販売店のプライベートブランドにて 1 kg のリテール

パックでのコメ販売や、タイ産の高級米をフランスで再充填したフランスメーカーのブラ

ンドとしての輸入米もあり、そのなかには通常のタイ産米の 4 倍ほどの高値で販売されて

いる高級タイ産米も確認された。 
 

                                                        
9 コメの品質（砕米の含有量）に係る日本の例を挙げると、白米の場合、砕米の含有量の規格では、砕米が 5％

以下を 1 等級、10％以下を 2 等級、15％以下を等外と厳しく規定している。 
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表２－８ Yaoundé、Douala における市場のコメ販売価格 

 （価格単位：cfaF） 

Yaoundé 

（1）MvogMbi 市場 袋売り店 （3）Mokolo 市場 袋売り店 

タイ 5％ 17,800～18,000/50kg タイ 5％ 17,500～18,500/50kg 

タイ パーボイルド 20,000/50kg ベトナム 5％ 14,500/50kg 

パキスタン 5％ 17,200/50kg パキスタン 5％ 16,000/50kg 

パキスタン 20-25％ 14,000/50kg パキスタン 20-25％ 7,000/25kg 

ベトナム 5％ 15,400～15,500/50kg （4）Mokolo 市場 秤売り店 

中国 20-25％ 12,800/50kg タイ 5％ 400/kg 

産地不明 詳細不明 15,500～18,500/50kg タイ 100％ 500/kg 

（2）MvogMbi 市場 秤売り店 タイ パーボイルド 500/kg 

ベトナム 5％ 350/kg パキスタン 15％ 300/kg 

タイ 20-25％ 350/kg ブラジル 詳細不明 350/kg 

タイ 5％ 400/kg インド 詳細不明 250/kg 

タイ パーボイルド 500/kg （5）Mokolo 市場 秤売り店（現地ブランド）

タイ 香米完全砕米 500/kg Better Rice 100％ 500/kg 

ブラジル 詳細不明 350/kg Neima（詳細不明） 400/kg 

パキスタン 詳細不明 350/kg Lion（詳細不明） 400/kg 

産地不明 詳細不明 278～350/kg Savanne（詳細不明） 300/kg 

  Ascot（詳細不明） 350/kg 

Douala 

（1）Akwa 地区、道路沿いの袋売り店 （3）インド系スーパー   

タイ 100％ 9,000～10,000/22.5kg タイ 香米 100％ 3,850～3,950/3kg 

タイ 100％ 9,000/22.5kg タイ 香米 100％ 4,370～4,600/5kg 

パキスタン 5％ 17,000/50kg 

（2）中央市場（Marché Central） 小売店 

インド バスマティ 
リテールパック 

4,850～5,200/5kg 

タイ 100％ 16,000～20,000/50kg   

タイ 香米完全砕米 19,500/50kg   

国産米（現物なし） 125～100/cup   
出所：調査団作成 

 

２）国産米の流通状況 
「カ」国の国産米に関しては、先述のとおりコメの大消費地である Douala、Yaoundé で

はほとんど流通しておらず、ごく一部の店舗においてのみ取り扱われている。しかし、供

給される絶対量自体が少ないため、そうした店舗においても常時販売されているわけでは

ない。 
今回、Yaoundé の市場で「カ」国産水稲米を取り扱う販売店で聞取り調査を実施したが、

国産米に対しても一定の顧客支持があるとのことである。その理由は手ごろな価格と味と
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のことであった10。 
日々の買い物で市場を利用する一般市民にとって、価格が購入に際しての大きなポイン

トになる。｢カ｣国産米は最安値のカテゴリーには入らないものの、タイ米とほぼ同じ、も

しくは若干安い価格になっており、消費者にとっては手ごろな価格であると思われる。な

お、カメルーン人においてコメの食味に係る指標となるものは、明確には存在しないよう

であるが、個人的な嗜好で｢カ｣国産米を好む層も少なからず存在すると考えられる。今回、

市場で販売されていた｢カ｣国産米を輸入米と比較したところ、外見は精米が十分になされ

ていない分、砕米の含有率も低いことが観察された。しかしながら、籾殻等の異物の除去

は不完全であり、目視でも夾雑物の混入が明らかに多い。今後、同国産米を本格的に市場

に導入する場合、乾燥をはじめとする収穫後処理、砕米含有率低減、夾雑物除去も含めた

広い意味での精米技術の確立、実施、徹底が必要である。 
３）国産陸稲米の流通の可能性について（Makénéné 農民の場合の試算） 

ここでは、Yaoundé で少量販売されている Ndop 産米の価格を参考に、Makénéné のコメ

を Yaoundé で販売する場合の農家レベルの販売価格を試算し、国産陸稲米の流通の可能性

を検討する。 
陸稲米の品質・食味や、消費者の嗜好については現時点で不明であることから、販売

される陸稲米が、Ndop 産水稲米と同等の品質・味であることを仮定する。今回の調査に

おける Ndop 産米（白米）の Yaoundé 業者における仕入れ価格が 15,500～17,000cfaF/50kg
（310～377cfaF/kg）、店頭販売価格が 400cfaF/kg であったことから、Makénéné 産陸稲米

（白米）の仕入れ値を 310cfaF/kg（店頭販売価格で 350～400cfaF/kg 程度）と仮定し、ま

た Ndop～Yaoundé 間の輸送費用 10cfaF/kg（輸送量 7ｔ程度の場合）と同額の輸送費用が

Makénéné～Yaoundé 間でかかると仮定すると、Makénéné での白米価格は 300cfaF/kg とな

る。Makénéné での精米費用は、季節により変動があるものの 1,500cfaF/100kg 程度であり、

精米歩留を 65％と仮定すると、生産者レベルの販売価格は 180cfaF/kg（籾）となる。

Makénéné での聞き取りにおける生産者販売価格（籾）は 15,000～35,000cfaF/100kg（150
～350cfaF/kg）とのことである。したがって、稲作技術の改善を通し生産量が増し、また

安定した取引が実現されれば、180cfaF/kg（籾）という価格は非現実的なものではないと

考えられる。 
以上の試算は単純化したものであり、陸稲米の品質・食味、Yaoundé での適正な販売価

格等が明らかでない問題はあるものの、農家における生産技術の改善、及び精米における

歩留・品質の改善を同時に行うことで、Yaoundé での国産陸稲米流通が実現すると考えら

れる。 
 

２－７ 稲作振興分野における他ドナーの活動 

「カ」国の稲作分野における他ドナーの活動としては、「Mont Mbappit 農村開発プロジェクト

（PDRM、イスラム開発銀行支援、2006～2010 年実施）」、「農業バリューチェーン開発支援プロ

ジェクト（PADFA、IFAD 支援、2010～2017 年実施）」、「中央アフリカにおける稲作競争力の改善

                                                        
10 Yaoundé で国産米を販売する二次卸業者兼小売業者からの聞き取りでは、Ndop（北西州）産米の仕入れ価格

は 15,500～17,000cfaF/50kg とのこと。ただし、品薄になると価格が上昇するとのこと。 
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（通称ネリカ･プロジェクト、CFC 出資、アフリカ稲センター技術支援、2008～2012 年実施）」、

「農業競争力改善プロジェクト（PACA、世界銀行支援、2010～2016 年）」等が挙げられるが、こ

れら協力は北部地域、西部地域での取り組みが中心であるとともに、品種の選抜や灌漑稲作関連

（灌漑施設改修・新規整備）の支援が中心となっている。「カ」国南部の陸稲振興に係る取り組み

としては、PADFA の活動の一部に、西部州（中央州に隣接）における陸稲振興支援（主に低湿地

陸稲）が含まれ、稲作振興に向けた低湿地の整備等が予定されている。また、ネリカ・プロジェ

クトの主な取り組みは、稲作種子の PVS と種子生産農家の育成であり、陸稲種子も PVS の対象

に含まれている。 
今回の調査では、世界銀行と FAO の現地事務所を訪問し、聞き取りを実施したが、世銀プロジ

ェクト（PACA）の稲作関連活動は、極北州、北部州、及び西部州の灌漑整備（既存施設の改修、

新規整備）が中心であり、南部の陸稲振興にはまったく関連がないとのことであった。また、FAO
については、当面、稲作関連の支援の予定はないとのことである。 

なお、かつて FAO の支援（2007 年）により計画が策定された、「カ」国政府の「食料安全保障

プログラム（PNSA）」には、中央州 Makénéné に隣接する Tonga（西部州）での陸稲栽培支援の取

り組みが含まれるが、2007 年以降、実施のための資金支援を獲得できず、これまでのところ本格

的な実施が見送られている。 
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第３章 協議結果概要 
 

３－１ 基本計画の概要 

 詳細計画策定調査団と「カ」国政府関係者の協議の結果、協力の目的を対象地域への陸稲栽培

の振興（導入普及）と位置づけたうえで、以下の枠組みでプロジェクトを実施することに合意し、

R/D・M/M に署名した。指標･目標値については、プロジェクト開始後のベースライン調査の結果

を踏まえ決定する予定である。 
 
（１）協力の目標（アウトカム） 

１） 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 
 プロジェクト対象の 3 州のパイロット地域において、陸稲を栽培する農家が増加する。 

＜指標・目標値＞ 
・プロジェクト終了時、3 州のパイロット地域において、■■■世帯以上11の農家が陸稲

栽培を開始する。 
２） 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

 プロジェクト対象 3 州において陸稲の生産量が増加する。 
＜指標・目標値＞ 
・3 州において、陸稲米の生産量が年■■■■t 以上となる。 

 
（２）成果（アウトプット）と活動 

【成果１】 プロジェクト圃場における栽培試験により、普及のための陸稲品種・陸稲栽培技

術が決定される。 
＜活動＞ 
1-1 陸稲品種・陸稲栽培技術にかかわるベースライン調査を実施する。 
1-2 プロジェクトの試験／展示のための圃場を設置する。 
1-3 適切な陸稲品種選定のために必要な栽培試験を実施する。 
1-4 NERICA を含む陸稲種子について、栽培技術を特定するために必要な栽培試験を

実施する。 
1-5 陸稲栽培普及に用いる適切な陸稲品種を特定する。 
1-6 陸稲栽培普及のための陸稲栽培技術を決定する。 
1-7 特定された陸稲品種と栽培技術を発表するセミナーを開催する。 
＜指標・目標値＞ 
・普及する陸稲品種が 2 種類以上特定される。 
・普及する陸稲栽培技術の技術文書が作成される。 
・普及する陸稲栽培技術に係る研修用資料が作成される。 
 

【成果２】陸稲栽培普及のための、さまざまなレベルの関連職員と農業普及員人材が育成される。 

                                                        
11 記述されている目標値は調査時点での想定であり、最終的な数値はベースライン調査の結果を踏まえ、プロジェクト開

始後、半年をめどに決定する。以下の指標値についても同様。なお本目標値は全パイロット地域の農家の 10％（以上）

を想定している。 
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＜活動＞ 
2-1 陸稲栽培普及のための人的資源、及び地方農業局のニーズに関するベースライン

調査を実施する。 
2-2 研修に必要な陸稲栽培展示をプロジェクト圃場にて実施する。 
2-3 3 州における優先普及のためのパイロット地域を定める。 
2-4 地方農業局からの意見聴取を通し、陸稲栽培研修の実施計画を策定する。 
2-5 地方農業局のニーズに基づき選抜された地方農業局の関係者に対し、プロジェク

ト圃場における陸稲栽培研修を行う。 
2-6 地方農業局のニーズに基づき選抜された農業普及員に対し、プロジェクト圃場に

おける陸稲栽培研修を行う。 
2-7 パイロット地域の選抜された中核農民向けに、プロジェクト圃場における陸稲栽

培研修を行う。 
＜指標・目標値＞ 
・陸稲栽培を指導できる、100 人（対象 3 州の、農業普及員を除く普及関連職員の約 3

分の 2）以上の職員が養成される（研修終了時に実施する陸稲栽培理解度テストに合

格した者）。 
・陸稲栽培を指導できる、200 人（対象 3 州の普及員の約 3 分の 2）以上の農業普及員が

養成される（研修終了時に実施する陸稲栽培理解度テストに合格した者）。 
・研修を受けた中核農民のうち、■■人（または、■■％）以上の中核農民が研修で学

んだ技術を実践する。 
 
【成果３】プロジェクト対象 3 州のパイロット地域を中心に、陸稲栽培が促進される。 

＜活動＞ 
3-1 活動に必要な陸稲種子を確保する。 
3-2 パイロット地域における普及員と中核農民による現場研修（オンファームトレー

ニング）の実施計画を策定する。 
3-3 実施計画に基づき、パイロット地域における一般農民向けの現場研修（オンファ

ームトレーニング）を、中核農民の圃場を使って実施する。 
3-4 パイロット地域以外の地方農業局を含め、各地方農業局のニーズに基づき、地方

農業局による陸稲普及活動への支援（種子供給、技術支援）を行う。 
3-5 プロジェクト対象 3 州で陸稲栽培普及に取り組む NGO 等との連携を検討する。 
＜指標・目標値＞ 
・研修を受けた普及員と中核農民による現地研修が■■回以上実施され、延べ■■人以

上の農民が研修に参加する。 
・主に地方農業局、普及員の活動を通し、■■人以上の農民に陸稲種子を配布する。 

 
【成果４】 プロジェクト対象パイロット地域の陸稲栽培先進地域12において、農家レベルでの

                                                        
12  陸稲栽培が導入されたパイロット地域のうち、陸稲栽培の導入後、栽培普及が進んだ地域を先進地域と位置づける。

栽培普及の進捗については、中核農家以外の農家による陸稲栽培導入、導入農家の栽培継続を判断基準とするが、

地域の農業普及関係者の報告、プロジェクト専門家の視察結果等に基づき判断する。 
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収穫後処理技術が改善される。 
＜活動＞ 
4-1 収穫後処理技術、及び陸稲米のマーケティングに関するベースライン調査を実施

する。 
4-2 陸稲栽培が先行導入された地域に対し、陸稲栽培の普及状況に応じ、収穫後処理

に関わる支援を行う。 
4-3 収穫後処理機材の利用状況に基づく、郡農業局・普及員による陸稲米生産・収穫

後処理のモニタリング体制を構築する。 
4-4 中央州、東部州、南部州の 3 州で生産された陸稲米のプロモーション活動を試行

する。 
＜指標・目標値＞ 

・収穫後処理機材が導入された地域の地方農業局職員、普及員等、計■■人以上に

対し、収穫後処理・マーケティングに係る研修が実施される。  
・プロジェクトに支援された陸稲栽培先進地域において、精米の破砕米含有率が■

■％低下する。 
・プロジェクトに支援された陸稲栽培先進地域において、異物混入率が■■％低下す

る。 
・収穫後処理機材の設置場所において、■■■人以上の農家の陸稲栽培状況（農家戸

数、栽培面積、収穫量等）、収穫後処理状況等に係るデータが収集される。 
 

３－２ 実施体制 

協議の結果、本プロジェクトに係る「カ」国政府関係機関について、以下のとおり位置づけた。 

・実施責任機関：MINADER 調査･計画･協力局（Department of the Studies, the 
Programs and Cooperation：DEPC）  

・実施連携機関：科学技術･革新省（Ministry of Scientific Research and Innovation：
MINRESI） IRAD 

また、先方におけるプロジェクトの実施責任者を以下のとおりに整理した。 
・Project Supervisor：MINADER DEPC 局長 
・Project Manager：MINADER DEPC 分析・農業政策課長 
・Deputy Project Manager：MINADER DOPA 農業普及課長 
 

IRAD の監督省庁は、MINADER ではなく MINRESI であるものの、プロジェクトの圃場（試験

栽培・展示栽培を実施）は IRAD 本部の圃場内に設置されることが予定され、また、プロジェク

ト活動に使用する陸稲種子の入手にも IRAD との連携が不可欠であることから、実施連携機関と

して IRAD を位置づけている。 
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第４章 事前評価結果 
 
 本案件の 5 項目評価による評価結果は以下のとおりである。 
 
（１）妥当性 

以下の点から本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 
・ 本プロジェクトは、「カ」国の最上位開発政策である GESP に整合している。 
・ 「カ」国の農業分野政策 RSDS において、陸稲（稲作）も生産倍増の対象作物となっ

ていることから、本プロジェクトは分野政策目標の達成に貢献する。 
・ 「カ」国の NRDS では、特に陸稲栽培の振興を目標達成の手段として重視し、また、

同国の南部 3 州は陸稲栽培のポテンシャルが高いことから、本プロジェクトは NRDS
の目標達成に大きく貢献する。 

・ 本プロジェクトは、CARD 同イニシアティブの推進を目指す JICA の協力方針に合致し

ている。 
・ 本プロジェクトは JICA の「カ」国協力プログラムの投入の 1 つとして位置づけられ、

JICA の「カ」国協力方針に合致している。 
・ プロジェクト対象の 3 州は、降雨量に恵まれるとともに 2 度の雨季があり、既存作目と

の競合回避や収穫後処理の観点も含め、陸稲栽培、及び栽培の導入普及に適している。 
・ 「カ」国では都市部を中心に農村部においても米食の習慣が浸透しつつあり、農民の

陸稲栽培への関心が高まっていることから、本プロジェクトの取り組みは、農民のニ

ーズに合致していると考えられる。 
 

（２）有効性 
以下の理由により、プロジェクトの有効性は高いことが見込まれる。 
・ 対象 3 州の多くの農民が陸稲栽培に関心をもっているものの、これら農民には栽培技

術に関する情報や、陸稲種子へのアクセスがなく、陸稲栽培を開始することができな

い。こうした農民に対する種子の配布、及び栽培技術の発信源となる地方農業局職員・

農業普及員の育成は、プロジェクト目標達成に向けた有効な方策であると考えられる。 
・農民の手に入る収穫物の質・量の改善に貢献し、また、余剰米の販売意欲向上を可能と

する収穫後処理技術の改善は、稲作継続の意欲向上にも密接に関連し、プロジェクト

目標の達成に有効と考えられる。 
 
（３）効率性 

以下の観点より、プロジェクトの効率性は高いと見込まれる。 
・ 多くの農民が陸稲栽培に関心をもち、陸稲栽培導入の意思があるなか、研修を通した

最小限の技術情報の提供と種子の配布を通して陸稲栽培の機会を提供する本プロジェ

クトの活動は、陸稲栽培の促進に向けた効率的な取り組みであると考えられる。 
・ 「カ」国の農業普及体制は、人員や機材の不足といった問題を抱えてはいるものの、

政府独自予算での普及サービス向上の取り組みが機能している。既存の農業普及体制

に不足する陸稲栽培の知識を補うとともに普及に向けた人材を育成し、そのうえで既
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存の普及体制を活用する本プロジェクトのアプローチは、カメルーンにおける陸稲栽

培促進の取り組みとして効率性が高いことが見込まれる。 
 

（４）インパクト 
以下の点において正のインパクトが見込まれる。 
・ 農業普及員を含む対象 3 州の MINADER 関係者のほとんどが稲作栽培の技術指導等を

受けたことがないことから、本プロジェクトでは、3 州の MINADER 関係者全体に対し、

広く陸稲栽培研修を行うことを予定し、陸稲栽培普及に大きく貢献することが期待さ

れる。 
・ プロジェクトの重点普及地域（パイロット地域）は限定的であるものの、地方農業局

主体の陸稲栽培普及の取り組みに対しては、パイロット地域以外の取り組みに対して

も支援（種子提供、及び技術指導等）を行うことを予定し、より広域への陸稲栽培の

導入が期待される。 
・ NRDS の取り組みとの整合性を保ち、また、NRDS 実施に向けた議論に積極的に参加し

ていくことで、「カ」国稲作セクターの発展に対し、より大きな貢献を実現することが

見込まれる。 
現在のところ、負のインパクトは想定されていない。 

 
（５）自立発展性 

以下の理由により、プロジェクトの自立発展性は高いと見込まれる。 
・ プロジェクトの活動は、米を最重要作物の 1 つと位置づける「カ」国の農業政策に整

合している。 
・ プロジェクトは、MINADER 地方局職員や農業普及員への研修実施を通し、陸稲栽培普

及の取り組み実施を可能とする MINADER のキャパシティビルディングを行うため、

自立発展性は高いことが見込まれる。 
・ 「カ」国の農業普及行政においては、政府独自予算での普及サービス向上の取り組み

を継続するとともに、2010 年（「カ」国の予算年度）には MINADER の人員増強も実現

していることから、今後も農業普及強化の取り組みが継続され、本プロジェクトの成

果を活用することが見込まれる。 
・ プロジェクトは地方農業局自身のイニシアティブを重視し、農業局自身による取り組

みを支援することで、自立的な活動を促すため、高い自立発展性が見込まれる。 
・ プロジェクトにより導入される技術は最小限の内容を前提とし、全国の小規模農家で

採用可能な技術を導入することを予定しているため、自立発展性は高いと見込まれる。 
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第５章 協力実施にあたっての留意事項 
 
５－１ 実施体制 

（１）プロジェクト実施に係る機関・部局 

本案件には MINADER をはじめとする複数の機関・部局がかかわることから、MINADER
の DEPC を関係機関の取りまとめ役として位置づけ、DEPC 局長を Project Supervisor として

いる。合わせて、実質的なプロジェクト運営を担う Deputy Project Manager について、農業普

及を担当する DOPA から人選することとしている。 
また、その他の C/P として、3 州の州農業局の普及担当者、及び IRAD 稲作担当者が主な

C/P となっており、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）、技術委員会（Technical 
Commitee：TC）のメンバーには、地方農業局関係者、他省庁関係者等を加えることで整理し

ている。 
具体的な活動の実施には、DOPA と地方農業局関係者の役割が大きいものの、複数の機関、

部署が本件に係ることに留意するとともに、関係機関の巻き込みを図りつつ、JCC、TC 等の

機会を有効に活用しプロジェクトの課題について協議するとともに、プロジェクト成果等の

情報の共有を図る必要がある。 
複数の関係機関・部局のなかで、特に IRAD との連携に関しては、IRAD の所管省庁が

MINADER ではないという背景があるものの、プロジェクト圃場の設置に関わる便宜（IRAD
本部の圃場内にプロジェクトの試験栽培圃場・展示圃場を設置予定）や種子の入手がプロジ

ェクト活動の成否を左右する要素であることから、M/M に記載の内容を元に MINADER 関係

部局の支援を得つつ、IRAD との緊密な連携体制の構築を図る必要がある。 
なお、本案件は CARD の「カ」国における JICA からの直接的貢献であり、「カ」国の NRDS

に貢献することを第 1 の目的としていることから、「カ」国の NRDS 運営委員会（Steering 
Committee）とも十分に連携しつつ実施していく必要がある。JCC における NRDS 運営委員会

関係者のプロジェクトへの積極的な巻き込みを図るとともに、運営委員会の定期会合等に、プ

ロジェクトとして積極的に参加する必要がある。 
 

（２）先方負担事項について 

協議において、調査団より本プロジェクト実施に当たっての先方政府からの予算措置につ

いて、再三申し入れを行い、「カ」国側からは 2011 年度予算において必要予算を確保するこ

とを表明している。しかしながら、MINADER にとって技術協力は初めてである点を重視し、

先方予算措置に当たっての JICA 側からの必要情報を提供するとともに、予算が確実に確保

されるよう留意し、JICA の技術協力に伴う先方負担事項（C/P 給与、C/P の業務に伴う出張

の費用、供与機材等の免税措置等）につき、先方の理解を促す説明を行う必要がある。 
 
５－２ 基本方針（陸稲栽培普及に向けた方策） 

陸稲栽培普及に際しては、種子をできるだけ多くの農家に配布することが必要であり、本

プロジェクトでは中央で行われる研修終了時にどれだけ多くの種子を配布できるかが問題と

なる。初年度においては、栽培試験を通し特定された普及陸稲種子（調査時点では、NERICA 
3 及び NERICA 8 が候補）を各品種 6～7ｔずつ生産し、1,200～1,400 人程度に配布して、次
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年度に備えることを目指す13。 
また、中央の展示・研修圃場で研修を受けた普及員、及び中核農家の実施する現場研修（オ

ンファームトレーニング）をどの程度プロジェクトでフォロー・アップできるかが一番の課

題になると考えられることから、できるだけ多くの現場研修（オンファームトレーニング）

に専門家が参加し（プロジェクト専門家が積極的に関わり）、現場において助言・支援等を行

うことが重要である。 
 
５－３ 基本計画に係る留意事項 

（１）「カ」国の既存農業普及システムの活用 

本プロジェクトでは、「カ」国の既存農業普及システムの中核をなす、地方農業局員と農

業普及員の陸稲栽培に係る能力強化を図るとともに、システムを通した投入（技術普及・種

子配布）を行うことから、普及システムの地域ごとの機能状況やシステムとしての限界等に

留意するとともに、プロジェクトに直接係る農業普及組織の活性化に留意しつつ、プロジェ

クトの投入を行う必要がある。 
 
（２）パイロット地域の選定 

本プロジェクトの優先的な陸稲栽培普及地域となるパイロット地域に関しては、プロジェ

クト開始後に決定することとなっているが、陸稲栽培のポテンシャルや、地域の普及体制、

関係者の意欲といった面のみならず、派遣される日本人専門家の人数や「カ」国側 C/P の人

数、プロジェクトの予算規模等の物理的な制約に十分配慮する必要がある。また、首都から

のアクセス等、プロジェクト実施の難易や実施日程・計画に係るであろう要素も十分加味し、

「カ」国側の要求を聞き取りつつも現実的な地域数、地域の範囲となるよう留意する。 
 
（３）プロジェクトで必要とする種子の入手 

本プロジェクトにおいては、農民への研修の実施を通じた技術普及と合わせ、農民への陸

稲種子の配布を想定しており、一定数量の種子を組織的かつ計画的に確保する必要がある。

プロジェクトで必要とする種子の入手手段については、プロジェクトの開始後に検討される

予定であるが、適期に必要量の種子を入手することはプロジェクト目標達成の成否に直接影

響し得る重要な要素であり、種子の確保に当たっては、プロジェクトの責任機関である

DEPC/MINADER と十分に調整を行い、問題が発生しないよう種子の確保を行う必要がある。

また、種子の確保に当たっては、種子法上で種子の管理統制を担う DRCQIPA の存在に配慮

し、DRCQIPA の干渉がプロジェクト活動実施の阻害要因にならないよう、プロジェクト関

係者、及び「カ」国側関係者において、適切な対応を取るよう留意する必要がある。 
調査時点で想定された具体的な入手手段としては、IRAD からの入手（保有する種子の購

入または委託栽培）、あるいは IRAD、DDA と連携したプロジェクトでの種子生産が考えら

れ、いずれにしても IRAD との連携が必要である。しかしながら、IRAD 自体の高品質種子

の生産能力はそれほど高くない可能性がある点に留意する必要がある14。したがって、プロ

                                                        
13  目安としては 10kg/人の種子配布とする（1ｔで 100 人分）。 
14  IRAD 提供の種子を用いた NERICA 3 栽培の農家圃場の訪問時、異株が散見されたため、IRAD 自体の高品質

種子生産能力はそれほど高くないと考えられる。 
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ジェクトの種子確保に当たっては、IRAD との連携体制を構築しつつ、生産量・品質管理の

面でどの程度プロジェクトが関与すべきかを考慮し、IRAD 関係者の能力強化にも留意した

種子生産を行う必要がある。 
今回の調査において、種子生産圃場候補地として、IRAD 本部（Yaoundé）圃場、及び IRAD

の Ntui 種子生産圃（Yaoundé 北方約 60km、中央州）を視察した。IRAD 本部の圃場には、試

験栽培・展示栽培を行うプロジェクトの圃場を設置予定であるが、本圃場は部分的に低湿地

（雨季に冠水）となっており、種子生産に必要な面積の通年確保は難しいと考えられる。Ntui
の圃場は 6,000ha の面積を有するが、そのうちの 600ha のみがこれまでのところ種子生産に

使用されている。本圃場には研修施設が併設されていたが、火事によりその機能を失ってい

る。当該圃場は十分な土地を有するが、稼動可能なトラクターが 2 台しかないこと、灌水機

材がないこと（水源あり）、及び IRAD 人員における稲品種の種子生産能力や種子品質管理レ

ベルが未知数であるなどの課題がある。本圃場での種子生産を検討する場合も、IRAD 任せ

の生産ではなくプロジェクトの積極的な関与が必要である。 
その他、IRAD 関係者からの聞き取りより、Ntui 以外の種子生産候補地として Mbalmayo

（Yaoundé の南方約 30km、中央州）の IRAD 支所があるとの情報が得られている。プロジェ

クトで管理する圃場が増えた場合、プロジェクトの仕事量も増えるが、特に初年度の種子生

産に関しては、種子生産のリスク分散の観点から、両圃場における各 3ha 程度での種子生産

も検討すべきである。 
 

（４）普及する陸稲種子の扱い（混種の防止）、品種選定の観点 

南部州で活発に NERICA 栽培を展開する NGO は、正確な品種数は不明であるが、いくつ

かの NERICA 品種について農家栽培の種子を買い取っているとのことである。一般の品種の

多くがそうであるように NERICA 品種間の多くにおいても外見での見分けは困難であり、混

種には十分な注意が必要である。また、IRAD 提供の NERICA 3 を使用する中央州 Ngoumou
の農家圃場において、少なからぬ NERICA 1 が混ざっていることが確認され、IRAD 提供の

種子についても混種に注意が必要である。 
本プロジェクトでは、プロジェクトの開始後に、普及する陸稲品種を決める方針であるが、

「カ」国の一部農家に導入済みの NERICA 3、及び 8 の 2 品種が、普及対象品種の候補と想

定される。これら 2 品種は外観特徴が異なるため、混種した場合にもすぐに見分けることが

できるというメリットがある15。これら 2 品種を用いる場合には、プロジェクト内の種子取

り扱いに大きな困難は生じないと思われるが、NGO や IRAD 等がすでに保有する他品種種子

との混種には気をつける必要がある。 
なお、NERICA 3 及び 8 を用いるに当たっては、生育期間の違いにも留意する。標準の栽培カ

レンダーの検討において、雨季の長さ、及び他作物栽培の作業（特に播種）との兼ね合いを考慮

する必要があるが、作期がやや長くなる NERICA 3 の栽培では雨季期間に合わせた栽培暦の実践

が困難な可能性がある。このため、1 種類の品種のみでなく、NERICA 3 及び 8 の両品種の種子

を供給し、現場の栽培条件や作業の実状に合わせた選択を促すことも考えていく必要がある。 
 
                                                        
15 NERICA 3 と比べ NERICA 8 は短稈・早稲であり、粒形も NERICA 3 と比較すると NERICA 8 の方がやや小さ

めである。 
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（５）普及する陸稲栽培技術 

現地サイト訪問時の確認結果として、NERICA 3 の生育サイクルについて、農業普及関係

者、NGO 関係者ともに、アフリカ稲センターの宣伝どおりの播種後 90 日を想定した指導を

行っており、その結果、実際の生育状況との乖離が生じ、生育後半における降雨不足のリス

クが増している。また、収穫適期の判断についても指導をしていくべき課題となっており、

早稲である NERICA 品種においては、収穫適期に入っていても、穂軸も含めて稲全体として

は緑が残る部分も多く、日本の教科書で示されている稲穂の 3 分の 2 が黄金色に変わった頃

では、収穫時期がやや遅れることになる16。今回の調査時に訪問した圃場では、この収穫遅

れに起因する鳥害のリスクが増大しているように見受けられた（特に 4 月中旬までに播種さ

れた NERICA 3 に鳥害が多いように見受けられた）。また、稲の生育サイクルが理解されてい

ないことで、いつ頃出穂し、いつ頃から鳥防除をしなければならないのか等の基本的な知識

不足による鳥害対策の遅れ（防鳥テープ、鳥追いの配置など）もあるように思われた。 
こうした現状もかんがみ、また、3 年間という短期間でのプロジェクト目標達成を考えた

場合、裁植密度、施肥量などの細かい耕種方法に関する栽培方法を追求するのではなく、ま

ずは普及地域における陸稲品種の特性（特に生育サイクル）を把握し、そのうえで地域の気

候（雨季のタイミング・期間）及び生育期間に合わせた播種時期の確定や収穫適期の判定、

生育サイクルに係る基本的な知識の理解等に焦点を合わせ、指導を行うべきである。なお、

栽培技術については、既存の栽培方法を踏襲したうえで、栽培期間を 115 日前後と予想して

栽培カレンダーを作成し、1 年目の種子増産のための栽培を通じ、適宜、調整していくこと

として、効率的なプロジェクト実施を模索する必要がある。 
 
（６）地方農業局関係者、農業普及員、中核農家への研修 

【研修実施計画の策定】 
普及品種・普及栽培技術の特定に続く陸稲栽培研修の実施においては、研修に招聘する地

域の順番が課題になると考えられる。プロジェクト・パイロット地域及び波及効果を狙った

その周辺部に先行した研修実施の優先度が与えられるべきであるものの、研修計画全体とし

て普及戦略を構想する必要がある。プロジェクト開始後のベースライン調査において、各地

域の農業普及体制を確認するとともに、各地域の農業実践や陸稲栽培に与えられ得る位置づ

けを検討し、また、3 州全体を見渡した普及取り組み実施のし易さ（首都からのアクセス、

巡回時の経路など）等を考慮するとともに、関係者との協議、合意形成を通した計画策定を

行う必要がある。 
 
【中核農家の選定】 

プロジェクト対象 3 州においては、中央州西部 Makénéné 地区周辺を除き、陸稲自体が新

規栽培作物であることから、陸稲栽培に係る知識・経験はどの農家も有しておらず、陸稲の

中核農家といえる農家は存在しないと思われる。したがって、中核農家の選定にあたっては、

そのプロジェクトにおける位置づけを整理し、中核農家となる農家の圃場が展示・研修圃場

として上手く機能すべき点（周辺農家から見えやすいか、周辺農家から集まりやすい場所に

                                                        
16  ただし、「カ」国の場合には、登熟期の日射及び気温（曇天でやや気温が低いと思われる）により登熟期間が

長くなる可能性があることから、この点についても、プロジェクト開始後の確認が必要である。 
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あるか）等を選定基準に含め、プロジェクト側で考える人選規準につき、プロジェクト関係

者やパイロット地域の関係者とあらかじめ共有し、併せて現場の農業実践に通じた農業普及

関係者の意見を尊重しつつ、選定を行う必要がある。 
 
【異なるレベルの関係者への研修の実施】 

農業普及員・中核農家への研修実施に当たっては、州・県・郡地方農業局の農業普及関係

者への研修を先行して行い、普及員・中核農家への研修プログラムについても理解してもら

い、上位の関係者からの効果的な支援・補助を得られるよう依頼する。また、研修の機会を

利用して、関係者における一連のプロジェクト活動の理解を促すなど、効果的・効率的な実

施を可能とする工夫を盛り込むよう留意する。 
 

【研修の実施】 
1 つの研修を短期間で効率的に、また、年に何度も研修を実施できるように、圃場の設計・

設置・準備・運営を行うべき点に留意し、プロジェクト圃場（特に展示圃場）設置の段階ま

でに、研修プログラムの構成（案）を準備する。 
 
５－４ 生産されたコメの流通に向けた支援 

（１）市場形成への支援の必要性 

プロジェクト開始後の栽培農家における 1 回目の収穫物に関しては、家庭内消費に大半が

振り向けられ、余剰米として市場に流れ出る量は少ないと考えられる。しかしながら、比較

的多くの余剰が出た場合、または販売を志向する農家が多かった場合、生産地域のみでは余

剰分を吸収しきれず、外部に売り先を求める可能性があることを念頭におくべきである。米

は作っても売れないという認識が農家に広がった場合、それが普及の阻害要因となる可能性

もある。不確実でリターンの悪い作物に対する農家の見方は非常に厳しいということについ

ては、常に留意が必要である。 
プロジェクト対象地域における陸稲栽培は、ある意味で新規の商品開発であることから、

栽培開始とともに、市場・バリューチェーンの形成を促す取り組みを並行させる必要がある。

適時に新規商品を市場に導入するには、広報・プロモーション等の活動が不可欠であり、農

家や民間業者の自主的な販売活動と市場原理だけに委ねるのはリスクが高い。また、陸稲振

興の政策レベルの目標である都市部への国産米供給の実現のため、換金作物としての陸稲栽

培を加速させるような、農家の余剰米販売を可能とするサポート体制・仕組みづくりが必要

である。 
今回の調査結果では、Yaoundé 市内の一般市場に店舗を構える小売販売業者（ほとんどが

国産米取り扱いの経験なし）に対し、国産米取り扱いの可能性を打診したが、全販売業者が

是非取り扱いたいという意向を表明した。また、大手米輸入業者においても、国内産陸稲の

取り扱いに対しては大いに関心を有している。 
当面は、生産量自体が少ないことから、Yaoundé 市内の一般市場において米を取り扱う二

次卸業者並びに小売業者への供給を可能とする方策を検討し、生産量の増加状況をうかがい

つつ、民間大手主導による流通市場参入を促すことが考えられる。 
本プロジェクトの実施期間においては、情報提供と可能な連携の模索が重要になってくる。
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また、小規模流通業者との連携を効率的に実現するためにも、MINADER、MINCOMMERCE
の取り組みとの連携にも積極的に取り組むべきである。 

 
（２）積極的な広報活動の必要性 

余剰米販売を円滑にするバリューチェーンの成否を握るのは、民間部門の積極的な関与で

ある。ビジネスになると判断すれば民間企業は自然に参入してくるが、本プロジェクトが取

り組む生産基盤整備ともいえる栽培普及の段階では、必ずしも積極的な関与は期待できない。

したがって、プロジェクトからの情報発信により、関係者の関心に応え、また、更なる関心

を喚起するよう常に留意する必要がある。そのためには普及開始後の最初の収穫が始まる前

から広報活動を行い、収穫段階には陸稲栽培振興の取り組みが関係者に周知されていること

が望ましい。プロジェクト開始直後より、どのように民間流通セクターに情報を流し、また、

栽培農家との橋渡しを行い、さらには生産されたコメの流通を促進していくか、具体的にい

つ・どのような活動を実施していくのかを整理し、例えば MINADER、MINCOMMERCE が

主催する国内産品のプロモーション活動の機会を利用することも検討すべきである。ちなみ

に、今回の調査で視察した MINCOMMERCE 主催のイベント｢COALITION｣については、今

後、陸稲を加えることも何ら問題ないとのコメントを、MINCOMMERCE 国内商業局長から

得ている。 
具体的な広報活動としては、印刷物作成・活用、マスコミへの情報提供、流通業者への定

期的な情報提供・意見交換機会の設定、関係者による試食イベント（農業大臣等の参加も要

請）、その他、市場における販売補助やプロモーション活動が考えられる。 
 

５－５ 他ドナー、NGO 等との連携可能性・多様なリソースの活用 

既述のとおり、本プロジェクトとの内容・地域的な重複のある他ドナーの協力は、本調査の時

点では予定されていないものの、プロジェクトの実施に当たっては他の取り組みとの情報共有・

意見交換を行い、また、特に PADFA、PNSA、及びネリカ・プロジェクトについて、連携の可能

性や成果の活用について、積極的に検討する必要がある。 
現地 NGO の取り組みは、対象地域における進行中の先行普及取り組みであるとともに非常に

活発に活動を展開していることから、日常的な情報収集・情報共有を行っていく必要がある。現

時点で想定される具体的な連携は、プロジェクト側からの技術面での支援のみが想定されるもの

の、万が一、先行取り組みが破綻した場合等にプロジェクトの活動に影響が及ばぬよう、また、

相互の取り組みが相乗効果を生み出せるよう、情報交換・意見交換とともに、JICA プロジェクト

についての理解を促し、良好な関係を構築できるよう留意すべきである。 
その他のリソースとして、IRAD の稲作研究者や「カ」国北部方面・西部方面の稲作関係者（生

産～流通部分までを含む）は、「カ」国稲作に係る貴重な人的リソースであり、積極的な情報収集

を行うとともに、可能な連携を模索すべきである。同様に、直接的な連携対象ではないものの、

コメ流通に係る民間業者一般についても、可能な範囲での積極的な交流をもつべきことに留意す

る。また、「カ」国政府における NRDS 実施に向けた取り組みに対し、現地大使館・JICA 支所と

連携し、積極的に関与するとともに、関連省庁からの担当者とも積極的に情報交換し、また、情

報発信の機会として活用していく必要がある。 
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    西牧 三宅 

1 13 日 移動  

2 
6
月 14 月 移動（Yaoundé着）  

3  15 火 JICA支所打合せ 
DEPC/MINADER局長表敬訪問 
IRAD表敬訪問／所長面会、ネリカ・プロジェクト・コーディネーターより聞き取り 
MINRESI協力局局長 表敬訪問 
MINADER 中央州局局長表敬訪問、情報収集 

4  16 水 現地踏査（中央州Makénéné）、地方農業局・陸稲サイト等訪問 

5  17 木 在カメルーン日本大使館 表敬訪問 
NGO HORIZON SUD代表との会談 
表敬訪問（Ministre Déléguée auprès de Prmier Ministre /MINADER） 
IRAD ネリカ・プロジェクト・コーディネーター面会、情報収集 

6  18 金 現地踏査（Ebolowa、Sangmélima）NGO HORIZON SUDの陸稲栽培サイト訪問 

7  19 土 Yaoundé → Douala 移動 

8    （Douala発） Agro MAC（農業機械の輸入販売店） 訪問 
Doualaコメ市場訪問 

9  20 日 Douala → Yaoundé 移動、資料整理 

10  21 月 FAO訪問、情報収集 
世銀訪問、情報収集 
商務省NRDS運営委員会担当者 面会 
商務省国内商業局局長 面会 
PNSAﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰBoniface氏との会談 

11  22 火 DOA/MINADER局長との面会・協議 
Sous Direction de semences et plants/DDA / MINADER課長との面

会、情報収集 
Yaoundéのコメ市場調査 

12  23 水 Association SAVE AFRICA代表との面会 
Sous Direction des Semences et Plants / DDA / MINADER訪問、 
情報収集 
Service de la promotion des semences et plants / DDA / MINADER情
報収集 
DESA/ MINADER局長との面談、情報収集 
INS訪問、資料収集 
ネリカ・プロジェクト・コーディネータ情報収集 
IRAD副所長表敬訪問 
IRAD本部（Yaoundé）圃場の見学 

13  24 木 現地踏査（Ngoumou）陸稲栽培サイト訪問 

14  25 金 DEPC/MINADER調査報告 
DOPA,Yaoundé市内本屋等 情報収集 
コメ輸入業者（SOACAM社）代表取締役 面談 
JICAカメルーン支所調査報告 
在カメルーン日本大使館調査報告 

15  26 土 資料整理、Yaoundé発 

16  27 日 移動 
17  28 月 

 

移動 
 

１．第１次調査日程 
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  惣慶 星      三宅 望月 

1 25 日 移動 

2 26 月 移動 

3 27 火 
JICA 支所・MINADER・市場訪問

等 

4 28 水 流通関係者聞き取り 

5 29 木 
Douala 移動、MINADER･MINFI 訪

問 

6 30 金 輸入業者･流通関係者等訪問 

7 

 

7

月 

31 土 

  

輸入業者等聞き取り、Yaoundé 移

動 

8 1 日   移動 資料整理 

9 2 月 移動 移動 
商工会議所･MINCOMMERCE 等

訪問 

10 3 火 移動・合流 JICA 支所打合せ、MINADER 表敬、IRAD 表敬(あわせて圃場訪問) 

11 4 水 
現地踏査（中央州 Makénéné） 

  ＊地方農業局・陸稲サイト 

12 5 木 現地踏査（中央州 Ngoumou）  ＊陸稲サイト 

   MINADER 中央州局 表敬・聞き取り ＊州局長、普及担当者 

13 6 金 
DRCQIPA/MINADER 表敬・聞き取り、DOPA/MINADER 表敬訪問、協議、 

MINEPAT の NRDS 実施委員会担当 表敬訪問 

14 7 土 現地踏査(IRAD Ntui 種子圃場) 

15 8 日 団内打ち合わせ（基本計画検討） 

16 9 月 DEPC／MINADER 担当者との協議、ミニッツ（案）準備 

17 10 火 
ミニッツ案準備、 

MINADER,IRAD 関係者とのミニッツ協議 
市場等の追加情報収集 

18 11 水 
現地報告準備、資料整理 

ミニッツ署名（先方：DEPC 局長が署名） 
NGO 等の追加情報収集 

19 12 木 

大使館・JICA 支所報告 

(惣慶:午後 Douala 移動、星・三宅：Yaoundé

発） 

追加情報収集 

20 13 金 移動 移動 継続情報収集 

21 14 土 移動 継続情報収集（Yaoundé 発） 

22 15 日 移動 

23 

 

8

月 

16 月 

  
  

移動 

 

 

２．第２次調査日程 
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